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経徴;,L<林第43巻1号2006ｉＭｒ１ｌ

〔論文〕

知識ベースの小売国際化論に向けて
－文献レビ１－

矢作敏行

供物（offOrillgS）と小売業務に関するノーハウ

に分け,小売業態の国際移転を小売|､際化の具体

的な対象として設定した。

店舗に対ﾘｰる顧客の支持基猟を決定する提供物

は，立地，１'W1揃え，人的サービス等の小売ミック

ス要素をjIL樅にしており、いわゆる小売サービス

に↑''当する概念であり，それが店舗の(iilliiを決め

る．他ノハ従供物をつくり'１'すノーハウとは小売

業態のI9mll(１１凹索であり，小売業態のｲ丁効性と効

率性を決定する要因と考えた。ノーハウは具体的

には，①システム，方法．手llil，技術の経営技術

的lllliniと，②概念，規範，ルール，ブラクティス

(実践行為)，経験を含む組織文化的II1iiii，の２つ

でMii成されると，ゴールドマンは述べている。

ゴールドマンに先立ち，小売経懲ノーハウの月移

ilijiに|Ｈ１してuliIi的な分析枠組みを提示した，もう

’人の'U(究苛はカッカー（Ｋａ(１k〔11,､1988）であ

る。彼は小売経営ノーハウが経済発展段階の異な

る諸国'''１に存ｲEする環境上のギャップを埋めなが

ら，あるＩＥＩから))||の国へと流''１（flow）する過

栂を小売国際化と捉えた。ノノッノノーはノーハウ流

ｌｌｌにはAIiiWi観察や公開セミナー等を通した自然発

生的な旅'１１＝「伝播」（｡if[usiOl,）と，直接投資

や技術従''1等を介した計画的な流ｌｌｌ＝「移転」

(trallsf(》l､）の２つの経路があると指摘した。小

売業の場合，製造業と比較して、施設見学や情報

公開による「伝擶」を介したノーハウ流,,,の可能

性が大きい。それゆえノーハウ移嚇に関する彼の

区別には－.定の意味がある。

カッノノーは小売経営ノーハウについて，小売コ

ンセプト（｢小売業態」とほぼＩｎＩ義で,,}いられて

いる）や絲営Ⅲ念，戦略，システム，管理といっ

た経徴i1Vll'ｌｍと，立地選定，ハI制ルイアウト，セ

ルフサービス販売方式，広告宣伝報の技術的mIiiIii，

の２つに分けている。ゴールドマンの場合，小売

1．アウトライン

小売企業の囚際Ｚ１ｉ業展開には．海外ＩｌＩ１ＩＩｈ１ｉｉ品

の輸出入、経街技術供与，資金調達，投汽等の各

局面がある。そのうち小売国際化の'''心テーマと

なるのはｉｆ,j外ｌＩｌｌ１ｉに伴う，小売業態（1．(Dtilil「Ｃｌ･‐

mat）の移嚇である。本稿は，小売漿態の111際腱

開を小売経懲ノーハウ（retailingkIlow-IIow）

の国際移転プロセスと捉えて，小売国際化の概念

化にlfTIけてｌ１Ｉ１論的な準011i作業を行うことを11的と

している。具体的には，知識ベースの企雌論と多

国籍企業化に関する文献レビューからIIl1論と実証

に関するＩﾘﾄ究),l(采を学び，小売国際化論の課題を

示す。最初に，第２節で従来の小売lIjl際化論で小

売事業の国際移転をどう理解していたのか，そし

てそのIll1諭的'１１(界はどこにあるのか，をIill認する。

第３節ではＩＥＩ際絲哲学における多囚ipi企業化をめ

ぐる理論系識を概観し，知識ベースの多lIjl磯企業

化論の台醐をみる。第`1節では戦略的な資源とし

ての知識は秒1脚i可能か否かという基本llll題を考え，

｢知識移転のジレンマ」という'''１題を提起する。

そして，第５節では国際知識i移転論の''１心概念の

１つとして↑|;1]さｵlる「知識のｌ１Ｉｌ(収能ﾉjモデル」

を，第６節では知識移転と組織榊造・筒1111との関

連性に熊点を：l'てた「学習する組織の糸(１:」を，

第７節では実iIjnlりな含意に富んだ「ﾂﾐ磯行為の国

際移転」を取り」且げる。最後に，第８節で川|識ベー

スの小売国際化論の研究課題を提示する。

2．小売経営ノーハウ移転論の限界

近年，小売業態の国際移転に関して．比較的lﾘ１

快な概念規定を行ったのは小売外尚のIl1lL1ilj場参

入戦略を取り」ﾆげたゴールドマン（(}()1(Ima'1,

2001）である。小売業態の概念を顧客に対する提
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２）しⅡ識ペースの小売''1際化論にlfIけて

業態のつくり||付捉供物と小売業態をjiu1;i､するノー

ハウの２つが14体｢|()な移１町<対象となるのにX､Ｉして，

ﾌﾟﾉｯﾌﾟﾉｰは小売業態コンセプトを含め危)~くてを

ノーハウとル』定し，小売lIjl際化をHl1解した。iIji荷

の「ノーハウ」に関する概念は微妙に１１１４なるが，

小売lIil際化を「ノーハウ」のlIil際移約<フ[Jセスと

して認識している点で．iilli行はｌｉＴ１－(ﾉﾊﾟﾉ:jりにたっ

ている。

それでは，瓜際移転される「ノーハウ」とは一

体，（''1だろう。ゴールドマン，ブノッノノーのI1l1解に

よれば，ノーハウとは小うldrli業の迦↑;(・に必喚な'''１

念，川識，技術，経験のすべての班紫をｆＭでい

る。しかしながら，小売Lli業の要素が!~し|ｲ(ｉｌ１な小

売業務とIlUilllづけて概念化され，それにIILづきlIil

際化フ｢ルヒスが一貫して分'1｢されているとは言い

がたい。

たとえば，1996～l997f1H，’'１国に進lllしている

27ﾈ|:の外iT系小売企業に対する'１１１き取り制i+ｉｆを実

施したゴールドマンのＩＵ１兜では，提供物とノーハ

ウに'１A1わる雛態要素のリストを作成し､｜ﾘlllilj場

と｢'１国I1jj1}を比較して，業態変ilIが「ない｣，「極

めてIUl,〕ｲ'ている｣，「|Ｉ(られている｣「Ｍめて多

い」の`'|ﾐ'１ﾙｹﾞに分餓し，411該企業の|』際化ＩＩ１ｌｉ略の

方lhlllliに)いて６つの業態移祇１１W略を柳き'IＩして

いる。小売llil際化の文献では])lllhTli場へのjIij応化

がしばしばilji調されるが，ゴールドマンの|Ⅱ1きllY

り調査紬ＩＩＬによれば，ノ<lIliiな業態変血を実施した

進lI1企柴はかなり限られていた。またK)(米ﾉJj1模

小売企雌よりアジア近隣諸囚・地域からの参入例

が多く，参入の意思決定も短lUlllllに，’１Ⅱ苑１Ｗに行

われているIUilｲﾘが認められた。しかし，そうした

興味深い!'(ﾘﾐの発見にもULlわらず，小う![i締↑'(ソー

ハウの砂lhi内容とメカニズムについてはほとんど

言及されていない。

プノッノノーはハイパーマーケット，（I/:l1Il1I1i，マス

マーチャンヌイザーの３分野をIUi究対蚊としたが，

実際の諭述は２次資料による－.股ｉ１ｌｊ外巡'''11ﾘⅡ('１に

関する||剛1Hを説lⅡＩしたにとどまっており，ノーハ

ウの内7i(にＷｉみ込んだ分析は行われていない。さ

らに，内外の代表的なｌｌＩｌ論ツ爺'１;1Ｉ}究（八k(lhll‐

ｒｓｔａｌ,〔’八|〔Dx1lll(ｌｅｒ，1996,ＡＩ(pxall(ICI･ｌ１ｌｌ(ｌＭｙ(､1.s，

20()０，１)llwsoll，1994．Salmollal〕('''１()1.(Ijman，

１９８９，ｓl(､r,,(luist，１９９７，Ｖi(1ａ，200()，Ｖｉ(ｌｌＭｌｎｄ 

FIliTlll1I･st，1998,Ｗl､iglcy､２０()0,111端，2000,

|ｲﾘ'''’１９{)(１，’11吋、２０()4）をIIMlljlしても、小売経

１Ｍソーハウの概念とそのlIil際侈IbiプITJ･ヒスが深く

lIllIJドげI〕１１ることはほとんどなかった。

イ,Wiではゴールドマン，カッブノーが奇うところ

の「ノーハウ」を知識と捉えUビル，知識ベースの

hjI際絲111.学に学びながら，小売llil際化ＩｌＩ究に対す

るlIllImllI1超を試みることにする。

３．知識ベース論の展開

３．１．産業組織論，内部化理論，そして知識ベー

ス論

小うlilll際化研究が本格化した1990年代｜国際経

徴学では従来の多uj鏑企業論に代わる折しい知識

ベースの分ＩｌｒＩｌｌ(念が提示された。多'１鵬企業の海

外i'1〔接批rtの決定班lklに|Ｈ１するIﾘﾄ究ﾘﾘⅡｲﾘを手短に

班約し，）Ⅲ,微ペースの企業論（k､()ｗｌ('(１２｢('－１)ased

vi〔､ｗ()ltllMi,．、）のｌｌｌ１解を深めることにする。

‐般に，企業の海外ilIi〔接投資行lWjはＪ１地企業と

の鰍イトにおいて，つぎの２点でｲ《ﾄｌｌな立場にたた

されている。1つは｣)l地企業は｣)lluili場の消費者

の好みやlIIij|慣行，ＷＩ(ル制度ＩＭＩ:組みに精通し

ているのに対して，外|』企堆はそうした知識と経

験を↓)たないため，lMllll化するためにIll当の費用

とlllrllllを班する。２つには外'１１企雛は巡<離れた

｣)llU111j場で''1業を腿llM1-る際，旅Ｙｌｌ，コミュニケー

シ三'ン．lIflli1の各費111のみならず，尖'１１(を引き起

こす「訓解」という致命的な対ldliを支払う覚悟を

>|（められろ（Ｂｕ(Pklovllll(lCassoll，1976)。

ハイマー，キンドルパーノノーら多lIjliW企業m}究

のパイオニアは，外国企業が現｣lIlilil腓において直

､ける１噸!；を兎llllし，そのうえで利１１ｔを'|Ｉみ出す

には｣)１１m企業に対して十分な経営１２の優位性をもっ

ていることが前提業(1:となると指摘した。強力な

製,'１，１，ゾランドノノや秤|Ｍ１｢1(]なマーケティング技能，

特ii'卜技術や他の棋倣|ｲｨ雛な技術、1N｝W;《な『f金源，

組織i1I1な経街衙El1能刈４Ｍ釧恢やｌｉｍ統合の経

i(''１iといった経常資源の束がそれである。外国企

業は締↑ｌｉｆＴ源の束を進Ⅱ|先Tlj場に移輸し、はじめ

て｣)l｣ｕ企業に対する方位を兎''１１できると考えた

(１１１１，１９９２)。'１）

ハイマーーキンドルパー〃－の産業組織論的ア
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知識の瀞Wiは個人には必ずしもjjii)Cできない組織

的な知撤のﾄﾞZ転一「革新能ﾉﾉの低迷」（trans‐

missioIUo「ｔｌｌ(,ａ})ilitytoiI1novato）一が多国籍

企業|Ⅱlの雌争｣この焦点となると考えた。かくして

彼らは内部化1111論の先駆者であるとｌ１１ｌ１ｻに、知識

ペースの多'11瀞企業化論にも先べんをつけた。

バックリーーヵッソンの２つの学Ｉ１１１ｉ１(1貢献一内

部化1111論とｊｉｌｌ識ベース諭一はその後，）)'|々の展聡

をみせた。1980ｲ｢，ラグマンらはl(Ⅱi)|【1fl11の経済

学のi`ﾉ:場から､内部化理論の精微化を図った゜’五｜

際Tlj場で多Iロ蒲企業が直接投資するのは，取り|，

交渉，．Ｉ!(１１鞭の１１N『)|費１１１をiIill城するためであり，

進lIl先Tlj場における機会主義的行肋（たとえば，

技術IiIi報のｲ《当な流川）への対応は企業組織の効

率性（内部化）で，十分に説Iﾘ]できるとii帳した。

それに伽Ｉして，1990年代，多１，耕企紫の存立根拠

を>Illなところに求める論背が｣見れた。ilj場の不完

全性をhlilIHする内部化理論ではなく，知識ペース

の経↑:↑資源移転論から多国籍企業化を説|ⅡＩするコ

グトーリ`ングー（KogutandZal1〔IC1.,1992,1993）

らである。

コグトーリ:ングーは企業を「知識の貯蔵庫」

(1℃l)〔)sit()ryolsocialknowle(|ｇｏ）と表現し，

｢契約の束」（,loxllsofcol1tl､act）とみた取｢)|費

川の絲済学と一線を画した。すなわち，企業とは

｢知識を(i'|近し，それを経済的な対(llliを得られる

製,W,．サービスへと変換する効率的なメカニズム

として擬能する社会的コミュニティ」（Kogut

all(I姓、(}(w，1993,517頁）と定範し、企業は知

識を(i'|造し，移llmiする効率的な三｢段であるとみな

した。彼らの企業観は以下の２点が特徴的で

ある。

1つは「知識」を情報とノーハ'ｿの２つに区別

し，ノーハウの移転は困難であり，??111も要する

とlUl言した点である。コンピュータ・サイエンス

で１１lいら;|'ている「事実を述べる知識」（dodal･a-

tjv(9ｋ,,ＯＷＩ(〕〔'9〔P，「宣言的ｉ11識｣）と「手順を示す

知識」（１）r()(･()(l11ralknowlc(19(’．「手続き的拠Ⅱ識｣）

の２分法にしたがい，「商品のｲiilil(がlOOI161ある」

という「宜言''1<1知識」を「情報」とllfぴ，他方，

｢iiiiI11i11の/I;Illiが25個になると、〈Iﾐﾙ|(を補充する必

要がある」という「手続き的知識」を「ノーハウ」

と分緬した。そのうえで取り|変１１１の経済学的アブ

ブローチをlItl1ll的に検討したのは，多l11ii洲企業論

に新たな地平をＩｉﾉﾉり開いたバックリーーノノッソン

(BuCkleyal〕(ICasson，1976）である。彼らは多

国籍企業が輪IⅡにより利荒を極大化するには貿易

｣さの障壁が存〈圧すること，同時にjll地企樂が競争

に必要な知識を1鯲沁，差異のある狐,11,1,をつく(）

H'すことにもlNiMlが存在すると考えていた点でハ

イマーーキンドルパープノーと共通していた。しか

しながら，外lljl企業の競争優位がどのように形成

され多国繍化するかについては，独|当|の兇解をもっ

ていた。

すなわち，バックリーーヵッソンは企兆の多国

籍化とは「TIj場の失敗」を防ぐため，lIjljj【を越え

て市場を内部化することであると規定した。「ilj

場の失敗」とは端的には，知識のスビルオーパー

(spillowl､,illiill1）を意味していた。節二次'１１:界

大戦前，多lIlim企業化はおもに食料や鉱物尚Ⅲ1(，

ｲﾆiilllといった1';(材料や''1間製品を調達する|=Ｉ的で

進められたが，戦後は技術の高度化やｉＭ１ｌの洗練

化に対応して，１１}究開発活動が活発化した結果，

研究|刑発に関する知識の漏出を防||名するため，

外国市場に進|{}し、市場を内部化する必班性が強

まった。

つまり，技術革新や製,hlI開発に関する`lili報は，

時間の経過とともに情報公開や人材移川，従業員

の独立、リバース・エンジニアリング（分解摸倣

二[学)，観察報さまざまなかたちで流ｌｌＬやすい。

情報・知識には外部流出しても目ﾈ|:の経営資源は

減少しない,当該企業が知識漏|{lに気づかない場

合もある。戦後，国際競争を制するようになった

研究開発に'1Mする知識の流｛{}に着I=Ｉし，｜ﾉ1%''化に

より知識の洞''１を防I上することがfllilⅡを安定的に

確保する班件となると，彼らは述べている。

バックリーーカッソンはその意１１ﾉliで，｜ﾉｨ部化Ｉ１ｌ１

論（iIltemalizatiolltheory）の先駆背である。

彼らの研究の優れていた点はそれのみではない。

ハイマーーキンドルパーガーは企業の競イト優位性

がどのように|川築されるのかについてiiillⅡ]してい

ない。また磯ｲ}優位性の構築には賀１１１を嬰する点

も言及していない。パックリーーカッソンはその

点を批ｌｉｌｌし、多'１１鰐企業の競争優位性のiljli泉は研

究開発に関する知識の蓄積にあり，ｊ('1識碓得には

多大な費川がかかっていると主張した。しかも，
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`lill識ペースの小売国際化論にｌｉＩけて

ローチではど')らかと言えば，ilj場の尖''１(の嬰爪１

を「↑i洲」（｢1工言ｉＭｌｌ識｣）のJ1：対称ＩｌＩｉに求めて

いるとｌｌｔｌ('lした。たとえば，供給メープノーは,UI売

する判Ｉｌｉｉ１１の,'１１Ｗ〔をよく知っているが，販売業ffは

品質をＨＭＩＩしていない状態でしばしば(|:人ｲ,を行

い，尖ｌＩｌ(１．るという怠昧で．「IiU州!」のｊ|ﾐﾙ|称性

がiIj場l{)(i)|の非効率をｗ{<という説,ﾘ,がそうであ

る。なるほど，このiIliの情報のｊ|【対称Ｉｌｌ論i;腿では

企業内(|'に緋i'１(されている「ノーハ'ﾘﾉ」がｌｊ１(染に

与えるMう郷は；)l1lw)外に置かれていろ。

「ノーハウｊとは本稿で便11Ｉしている「i,,識」

と,ほぼl1i版である。「情報」はひとたび解読す

る文章｣苫のルールが設定されれば，送り二Ｆから受

け手に完全な状態で伝達される。それ仁抑Ｉして，

｢ノーハウ」は企推において業務を,,,i,,}かつ効率

的にﾘﾐ行するうえで不可欠な技能（SkiⅡ）や熟

練（oxI)()1.tis(`）の総称である。ill識のW『hliは持

続的な純ｲ}'1m位性の源泉であり，「ノーハウ」は

情報と|ｎ1じょうにはTlj場で入手することが|ｲ|雛で

ある。おもに「製１１Ⅱ１,'１M発情報」を念０，1にil,(いたバッ

クリーーノノッソンとの微妙な｜||述点がそこにある。

いま１つの特徴は，企業組織をＩｌＡ１人やグループ

で構成される「；|:会的コミュニティ」とｌ１ｗｗ<した

点である。「社会｢'<'コミュニティ」においては、

個人およびグループ''１１でのコミニLニケーションと

協ﾌﾞ)llL1係が組織iiliﾉﾉの源泉となり．成ML水jlliを決

める。したがって，「組織の境界」は欄会1:義的

行動をl111Ijlける契約関係や統治機ｌｌ１ｉによって決定

されると(ﾉﾊﾟﾉ:場（|AI部化理論）をT1f)上するもので

はないが，ZlI1j【冊企業化は内部化jll1i術を付Ｉ)''１す

までもなく，知識移転に伴う不lili1ﾘﾐIVliのi1I11Qiで説

1ﾘITT｢能で(1ｹると1(||断した。ここで｢i･うIIjl脇１Ｍ|に

おける川|柵Z転のｲ(確実性とは，〈I/|Ⅱ|(l<1な知識に

は暗黙性やｉｕＷｆ性がつきものであI)，ｉｌｉｊりIiXi1lの

対象とはなりにくいこと，また知識のillilIllによる

経済的}11グミや航ｲﾄ片の111現という(1の外＃llwliが生

じやすい）A(を葱１１１:している。このような｣ｌｌ１ｌｌｌから，

知識ベース論では多囚糟企業という「「|:会｢|<Iコミュ

ニティ」でill微を移転する動機をzlljl1M?雛化の

存立'1('１mにｌＩｌｌえたのである。

多国iMY雌の組織能力と成果水ilIlは！《Ⅱ縦,１，，（た

とえば，ｲﾊﾟﾄﾞ|:．iii外子会社間）の):,,iiiIw)｢鍬りく能力

により/iﾐｲ｢さ｜'るとした知識ベース論は，バック

リーーノノッソンから知識のlFl際秘ihiのIiI要性を学

びながら、他ﾉﾉで．ラグマンらの|ﾉ､I部化EI1論を，

｢iljjW)尖lU(をhliうゆえに､企業は〈JYI;するとの

議論は（zllil1Ni企業化の根拠として）“0V(Pl.(ICtel､－

ｍi,,(,(l”（ﾘjiすぎる決定要１入|)」（Ｋ()宵utllIl(IZand-

cl･’１１)93,519『〔，カッコ内は:バ行）と退けた。多

lI1i$企雄は機会主義的行勅のｲｲ111(とは関係なく、

企雅|/､]でjⅡiliWZ転を進め，たとえば，ズ||識移転費

１１１の迎いにより完全子会社かライセンスI11i与かと

いう参人ﾉﾉ}ﾉiを選択する。内間''化lⅢ論はilj場の尖

Ｉｌｌ(イ'11を説lUけることにはｌｊｌｍルているが,それ

ではノーハウ移幡の視点が抜けＷｉちているため，

l1jl際的な企雅の成長を十分には説lUlできないと結

論したのである。

３．２．「独占のレント」と「効率性のレント」

）Ⅲ細ペースの多国籍企業化論は，絲悩･学におけ

るfTJ;iペース論を背景にしてfiIjlFiした。経営戦略

論は災い'''１，企業の持続ｉｌ１な成長や平均(ｌＩｉを｣=回

る収Ⅱf水ilI1を解lUlすることを'１棟としていた。そ

れに-〕いて，’1i';業組織論背は参入lliii雌のような産

業Illi造が企雛の成果を決めると説|ⅡＩした。ポーター

(|，()１．t(11.,198()）の競争戦略識もllW造・行動・成

ﾐIILをパラダイムとする産業組織論に依拠し、代替

Ⅲ１，の111｣)lやI[W)|先との交渉といったilj場の諸力に

j(iける'1/jilli＃1な措置を講じる進'1<肢をＴｌI祝した。

したがって，産業組織論ではレント（超過利潤）

と了iえば．おもに「独占のレント」を意味して

いた。

それに対して，資源ペース論では，レントは企

業家が４'１みｌｌｌ－ｌ－経営効率性かIylKみ''１されると考

えた。この「効率性のレント」は企業にI1ii}属して

いるイ川/，１'1(形の経営資源の!'〔を),L樅にしており，

企雌のＩｉｉさとﾘﾘさを規定しているブランド資産，

企雛lﾉｨに緒｛,'iされた専ｌ１ｉ１的な技術や従雛員の技能，

111ﾘlllU係，機械設備，資本等のあらゆる資産を含

んでいる（Ｗ01.11Cl､felt，198`I，Ｂ111.1】(､y，1991)。

経↑)ｉｆ(iMiのL|〔は|塊倣することがｲｍ１ｉ１ｌｉではないが

|ｲ|雌であり，襖製には賀111をﾘＨ１･ろ企業特定的な

経'M(・rii11iiである。パーニー（１１【'1.1〕(Dy，1991）に

よれば，総`))↑資源は価値があり，/ii｢少性が高く，

模(M(が'１州【で，代替不可能である場合，企業の持

続的なり鮒}侭位の源泉となる。コード化（記号化）
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企業の境ViLとなる」（Ｋｏｇｕｔａｌｌ(IZllll〔l(,r，1993,

519-52()I[〔）と弩えルその結果，多Uil鰍企業化

と'よ本社・iiIj外「･会社間に横たわる組織能ﾉ]格差

を11'1ぬるllllj紺||識移転ブロヒスとして'''1解された。

母lIilTlj場と進'11先市場の組織Ｉｌｌ１にく『そ布する能力

桁差をj1llめるプロセスは，現jill企業から捉え直す

と，組織学luの'''1題となる。知識は学習から生ま

１１る。細織学習は外部の知識を吸｣|)(するだけでは

不十分であ()，消化して実際にi1liIllできる知識に

変換しなけｲlばならない。これも企堆を「知識の

Ｉ１ｉ:蔵Iili」と定義した知識ペース論が提示した論点

である（11:IInel，1991,ｓ1〕e､(1(､1,,11)96)。

要約すれば，知識ペースの多囚繍企雄化論は．

企業の優位性を海外直接投資の基本要因としたハ

イマーらのl)iri業組織論的アプローチに皿じている

ものの，ｒｎｌｉ的産業構造ではなく，Ｉ１６ｌ々の企業特

有の経↑;i'fTili1に消日し，そのｎｌ脇から糾織に1111め

込まｲ'たｈｌ１識が持続的な競ｲﾙ優位のiMi泉となると

主'M（した。企業は新しい知識を(i'|近し．ＴＩｉ場拡大

のため，それを|匹I|ﾉﾘ的あるいは国際的に複製する

ことによりljlu量する。したがって。企業の競争優

位は知織移駈能ﾉ｣にかかっているというのが知識

ベース論のliL水的な立場である。ただし，知識ベー

ス論ですべてのことが説lUIできるわけではない点

にも１１１葱したい。多国籍企業化の分析には「産業」

と「経悩'」という視点が２つながらに必要とされ

ているのであ()．産業組織論的アプローチは産業

特性や競１１行肋を理解する際には，ｊ)|き続き参考

となる知り,lをｌｊ:えてくれる。

がむずかしく，交換の対象とな(〕にくい川;iliの蓄

積はそのﾘ'し型である（Prflhf)ladalD〔llLuIll〔)1,ｌ９９ｑ

ＴｅｅｃｅＧｔａ１．１９９７)。

進化経済学行もまた，知識ベースの311織論を腱

開した。進化経済学者は組織構成員のiT1ii1Jを規定

する組織ルーチンの役割を重視した。組織ルーチ

ンは「以iif1に学iPiした行動パターン」（Wil1ter，

1995,150頁）と定義され，組織に｣111め込まｵ'た

スキルとして、独自の問題解決能ﾉﾉを発Ⅲ|(-ﾘｰる。

組織ルーチンは個人の技能とはlⅡ11illiに|X>111されて

いる。’'１の述lljﾊﾟ技術は代表的な個人の技能だが，

車の製造技術は生産に携わる個人，グループ，組

織全体の技能・ｉｌ１識体系に依存している．ルーチ

ンはしばしば組織の歴史的経緯や地域'1;を反'1リル．

小集|]|を('１位としたiIIi発な机瓦作IⅡを皿して形成

される組織的な>ill識体験であり．企業が１１'〔iiiiする

問題に対して経験1111（heul･istics）として作１１Ｉ

する。

本論では企雛が網ましい目標を途１，tするため，

所有している経営資源の束を通ﾋﾉﾉに１１[liMiし，効

率的に組織をjili営していくノノ量を．；Ⅱ織能ノノ

(Cl･gal)izatiolIalTal)al)ilities）とllPぶことにする。

組織ルーチンやコア・コンビタンス（W｢客にjlll目

の価値を提供する企業の中核的能ノハ｝ｌｌｌｍｃｌ＆

Prahal【l(１，１９９１)，ダイナミック・ケイパビリティ

(市場の変化に)え応し新製品や新製↑ﾉiをつく(〕Ｉ|｝

す能ﾌﾞｌＴ(POC(9，ｌ)is〔lnoan(ＩＳＩｌｕＭ，ｌ()97）を包

含する幅広い概念として，この言難を川いる。

組織能ﾉﾉは新しい知識をつくり||'し，組織内で

それを秒'lijiし，欝(/(し，具体的な生ljiriやマーケティ

ング活動として紬実する。その意味で，綿徴資源

は静態１１<jなストックの概念であるのにﾙＩして，組

織能ﾉﾉは動態(1(1である。組織能ﾉﾉは組織ルーチン

に依拠し，武川ｉｉを有効に活１１Ｉするブラクティスと

して，生産や流jIIlの現場で実現される。

コグトーザンタ－らによるkl1識ベースの多ＩＥＩ籍

企業化諭はfMiベースの企業論をI1l1禰的な根lli1Lに

しており，企堆とは個人とグループをi1i位とした

社会的コミュニティにおける相互作lIlを皿じて'１；

成員がj1i辺のjIl1iVを深め，知識を1三L体''１(1なく|ｉ産活

動やマーケティング活動に変換していく細織体と

理解した。それゆえ「(知識の）作り下と使いＪｚ

の間にある知識とｊ１ｌｌめ込まれた組織能ﾉﾉの違いが

４．知識移転のジレンマ

４．１．戦略的資源としての知識

「立言ＩＭｌ１識」（情報）と「-Ｆ続き１１(ﾉｽﾞⅡ識」（ノー

ハウ）の区>１１|を'11発点にして，「Xll識」（ノーハウ）

に'11付るIIl1解を深めよう。l990fl2代，ハメルーフ

ラハラード（[l;ulnc1an(ｌＰｌ･ｌｌｈｉＵ１ｌｈ(１，１”1)，野中・

竹|ﾉＩ（１９()(;)，ダベンボートープルリック（Daven‐

l)Cl､Ln1I〔'１，rusack，1998）らの拷作が|:１１次いで刊

行され，jill識が持続的な競争健位の源泉として広

く認識されるようになった。まず,緑営戦略論者

によるｉⅡ識の概念規定を細介しよう。

「知識とは．）又肯されて身についた体験，さま
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ざまな価値，ある状況に関するＩｉ１ｉ+１１，専Ｉ１ｌ１的なilml

察などが混ぜ合わさった流動的なものでありＷ『

しい経験や情報を評ＩｌＩ１Ｌ，自分のものとするため

の枠組みを提供する。それは，人の心に発し，人

の心に働きかける。組織において知識は，文書や

ファイルのなかに存在するだけでなく，組織のルー

チン，プロセス，プラクティス，規範のなかに１１１１

め込まれているもの」（Davelll)()１．tall(ｌＰｌ･usa〔､k，

1998,訳書23-24頁，一部表｣Ｍを変uIして他111)。

’１M念規定は，１ﾘﾄ究日的により微妙に変わってく

るのが常である。＿|記したダベンフｌｉｉ－トープルリッ

クの定義はゆるやかで，無難である。それに対し

て，組織の知識(i'１造論を提01｝した野''１・竹内は，

)《１１識を「正当化された真なる信念」（訳書85頁）

とiiiii標に定義した。kⅡ識創造のプロセスを解きIⅢ｜

かそうとする立場から，知識はＩｉＩｉｌｌｌと異なり，特

定の立場や見方，意図を反映したものであり，

｢知識を個人の信念が人間によって“真実”へと

'１２当化されるダイナミックなプロ･ヒス」（同）と

解釈し，新製,'ii11Ill１発や長期取りlIlU係の橘築といっ

た|=｜的を実｣兇する「行為」に関わっている概念で

あると位置づけた。

いずれにしろ，知識（手続き(l1kIl識，以~卜とく

に断らないかぎりIiil様）とは反肯されて，身につ

いた体験であり，人々の判ＩＩＴ，行HMI、態度に影郷

を与える「信念」であり，戦略的な「見えざる資

産」（伊丹，198ｲ）である。すでに触れたように，

知識には文脈やＩ)U係性のなかでjllll:lの意味を形成

し，企業や文脈に特定的な経営ihiiliiという特性も

ある。しかし，知識を文章や'二|に見える形にして

素早く企業内のＮＩＩ々にまで移転しiiIillIすることは，

経営的には必頬の要|'卜となる。しかしながら，知

識をコード化すると，今度は競寸ＩＮＩ二Ｆは模倣しや

くなり，企業は知i澗厨|{|の危険にi1miする。海外

「会社を含めて，企業内の他の場所で知識を複製

する「計画的な移Iliji」＝「複製」と，競ｲI者が真

似をする「計iuli外の移転」＝「悦倣」とが同'1$に

発生する「知識移llijiのジレンマ」がここに生じる。

従業貝の独立やリバース・エンジニアリングによ

る知識の漏lllが避けがたい以上，「ｋⅡ識移転のジ

レンマ」はい企業に対して，絶えず知識管IM1とい

う深刻な経営課題を突きつけることになる（WiIl‐

t(､１．，１９８７，Ｚan(ICI･ａｎ〔IKogllt，１１)95)。

４．２．知識移転の可能性

「知識移Imiのジレンマ」を解決するには知識移

転の難易１１:!iを考察し，組織内で複製を迅速に行う

方法と組織外での模倣を11j雑にする方法を，｜i１１１１ｹ

に追求する必要がある。このＩⅡ)題について深い洞

察を行ったウインター（Wintol･’1987）は，①

１１K黙性－１Ⅱ|文化可能性（tacit-al･ticulatc)，②

観察可能Ｉｌｌｉ－観察不可能性(observablo-l〕ot

ol)servablo)，③複雑さ－iii純さ（ｃｏｍｌ〕Iex-sim-

l〕IC)，④システム依存性一iJn7:要素（elementin

asystem-indcl〕endellt)，の４つの知識Ｉｌｊｊ性を

挙げ，知識の移転可能性を論じた。

ウインターによれば，’'111人の熟練はしばしば高

度に暗黙的であり，見事なⅡ:''1の成果はそのルー

ルにしたがっている当の本人はルールとして十分

に月覚していないような－迎のルールの遵守によっ

て達成されている。また，組織内に蓄積されてい

る知識については，個人と組織を分け，グループ

や組織に!'：息する知識もまた，暗黙的な知識の保

有者により組織が構成され．他ﾌﾟﾉで組織を1li1jかし

ている無数の対人関係がよく１１M解されていない以

上，ｌＵ１文化されない部分があり，組織の大半の参

ﾉjll者はやはりルールとしてｈ|'られていないような

一連のルールにしたがい．｜]的を達成していると

言う。

暗黙知は文章化できないが，教えることは可能

である（伝授i]｢能性)。バイオリンの名工が自ら

の熟練の技を「ブルーブリント」（青写真）に転

写したとしても、弟子は名］:とl1iiI-の製品をUfIち

には複製できない。しかしながら，弟子が名］:の

下で修行をＷiみ，試作を繰り返すうちに「ブルー

ブリント」を具体的な物的形態に転写する技能を

身につけることができるのもまた真実である。生

産や流通の｣)』場において，ＩⅢ人の'１間黙知が小さな

グループ内でＮｉ製され，組織的に共有される11i突

は，暗黙知の伝授可能性を示唆している例である。

組織ルーチンと呼んだ業ｲﾂ}の遂行手順はその手

助けとなる。ルーチンは「ブループリント」とい

うより，「レシピ」（秘訣，コツ）と称すべきであ

り，「ブルーブリント」という言葉には「情報」

的なイメージが強いのに対して，「レシピ」は

｢ブルーフリント」のように１１WWllかに構成要素の

リストをlU1示しないが，望ましいI]標を実現する
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４つの知識I1jj性を墓準にすると，①暗黙性が商

い，②観察による111解がむずかしい．③複雑であ

る，④システムに1111め込まれている場合，知識侈

蛎が困難となると仮定できる。

ためのIＩＩＬ解が含まれている（Kogllta1I(IZand〔P1.,

1992)。

組織ルーチンは完全にはコード化できない。繰

り返しになるが，XⅡ識の文章化や図iiii化には限界

がある。なお，’１冊黙知一形式知（認識論)，個人一

グループー組織一組織間（存在論）という２つの

分析次元は，野｢'１・竹内（1996）のkll識創造論の

基本フレームワークとして用いられていることは

よく知られているが，ウインターはI1lli黙性一形式

知の分析次元はill識をEIl解するために重要だが，

lllt-の分析次元であるとは言っていない。

つぎの観察可能性は，競争ｲ１１丁の棋倣可能性を

考えるうえで貴求な示唆を与えてくれる。観察可

能性とは消費背・使１１１昔が製品や業務プロセスの

観察．あるいは実際の使川経験を皿して，知識を

ＩｌＩ１解できる程度である。産業特性により，観察可

能性と観察費用はかなり異なる。小売業では店舗

のIMi造，売場レイアウト，品揃え形成，棚割り、

売場作業，接客技術等の業務活動のあり様が一応，

観察可能な産業であり，たとえば内外の店舗視察

を通した知識移転が近代百貨店の普及過楳におい

て１６発だったと報告されている（鈴木，1980)。

復雑さの定義はいく通りかある。ウインターは

｢''１１題となる知識の案件の特徴をかぎわけるのに

必班な情報量にlWilllしている」（訳、211頁）と

述べ，ザンダーーコグ卜（Zan(ICI､ａｎ〔IKogut，

1995）は「ある実体あるいは活釛に包含される

特jII4な技能，あるいは能力の数」（82頁）と定義

している。ここでは，ザンダーーコグ卜に即して，

複雑さは知識の描成喫素の多寡であり，特徴のあ

る描成要素の数でilll定できると｣M1解しおこう。

晶後のシステム依存性は，当該脚Ⅱ識が「スタン

ド・アローン（それＩ÷１体で独立して機能する価値

あるもの)」か否かという問題である。バーキン

ショー他（Birkil〕shawetaL2002）は知識は社

会システムに埋め込まれている点を強調するため，

システム埋め込み性（systemcml)cdd(P(lness）

という言葉を用いて，「問題となる知識が埋め込

まれているシステム，あるいは文脈のｌ関数であ

るｲ111度」と定義した。個人とチームの関わり，個

人の経験の程度，iI1iIlij1のモジュール化「場」の

特性といった数多くの要素の扣互'１９述性のなかに

知識は埋め込まれているとの指摘である。

４．３．若干の実証結果

先駆的な災『i'１研究を紹介しよう。スウェーデン

企業・研究機|則が開発した新技術・新製品の国際

移転形態（完全二r会社、合弁会社，ライセンス供

与，他の契約形態）と知識風１V|:変数（コード化Til

能性，伝授可能性，複雑さ，移ｌｌﾘiIIiLの「技術年齢｣．

過去の技術移Ｉｌｉｉ顕痩）との関述性を明らかにする

|]的から，アンケート調査した。グトーザンダー

(Kogut＆Ｚ&111.(P1,,1993）は．「技術をコード化

しにくい場合｣，「伝授がむずかしい場合｣，Ｍ雑

さが増す場合｣，囚際移転は完全子会社という形

態をとる確率が商いことを実証した。コード化は

知識を文書化できる程度を，また伝授可能性は個

人が体得した技能を未経験者に教授できる難易随

を表しており、知識の賠黙性とある程度関連して

いる。調査結果によれば肝移転される知識のlllii黙

性が高く，複雑な要素で構成されている場合，国

際事業は内部化される確率がとりわけ高くなる。

ついで，ザンダーーコグ|、（Zalldel･ａｎ(11(o-

Hut，1995）は当該企業による「複製」と競争｜'１

下による「悦倣」が引き起こす「知識移斬のジレ

ンマ」に１１Mするﾘﾐ証研究を行った。やはりスウェー

デン企業を対象に，３５の技術ｆｌＩｉ新における製造技

術の移転を訓査した結果，コード化可能性、伝授

､｢能性，複雑さ，システム依〈i｛性，製品の観察iil

能性の５つの知識属性と，「ｉｌＩｉ行的な開発」（１）IL

WlIIeldevcloI)ment）の度合い（競争相手が類似

の技術開発に従Iliしている程lIr）の合計６つの変

数のうち，クｉｌｌ識移I駈の速度に決定的な影響を｣Ijえ

るのはコード化１１１能性と伝授可能性の２変数であっ

た。製造技術がコード化しやすく，教えやすいほ

ど，「複製」という意味での企業内の知識移転速

度ははやまる。「模倣」の速腫はそれに加えて，

製品の設計や試作，製造，マーケティング等が主

要な競争相三Ｆで)li有されているとき，はやまる。

この結果から，企業の持続的な成長には知識を(i'１

造するだけでは十分ではなく，競争相手の知識を

槙倣し，それを既存の知識と#IIi合し，連続的にイ
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８）Ⅱ|識ベースの小売[(1際化論にl('１１）て

ノベーシ三'ンをﾙﾋﾞ開する)('１識の合成illiﾉﾉが求めら

れると７ｋ|Ｍ１した。現実への含怠に1;〈ん/ご結論で

ある。

ウイン仇一は前述した論文において，エール入

学で4ﾉﾐ施したアメリカ製造業主要１８分野（｛iilll情

製．鉄jli判,'１１１，コンピュータ，半導体，「'１１ﾘjilI部

品等）におよぶ大規膜なアンケート調１１ｔをⅢして、

知識侈転に|Ｗする産業)}''0)状＄d多様似lvliを１１肋かに

している。MMM(の防御策にIlUする評Illliでは，特許

による悦倣のIyj御が有効なのは製法イノペーショ

ンではなく、蝿,Y,イノペーションにおいてであり，

製品，！Ｗ;イノベーションからもたらされる収(Ｍｆ

の維持はill識が檀維で，システム依〈汁'1が,<ｌｉい場

合に馴二Ｈｆであるとの結果をi(｝た。

イノペーションから得られる収益のlyji〕１１鞭とし

ては|災難,１，１１，，イ『機化学のiilji分野を除くと，１０慌'1:や

機密IlIMJiLによる防御策はそ;１１ほど敵視されておら

ず，判,1,,1,イノペーションでは①リードタイム（革

新的な側,'Ⅱ１，を競争tＩＩＴよりできるだけ'11〈投入す

ること)，②lUH充・サービスの努ﾉﾉが，』くん製法

イノベーションでは①リードタイム（１V〔WilWな製

法を競↑}'''二Izよりできるだけ早く禅入すること)，

②学iﾘ効Ⅱ｛（YWl1低下）がそｲlぞれｊＩｌｉも1ltlMされ

ている。この紡果は，競争|Ⅱ｢の棋倣を」:|['|る迎

度での企雌|ﾉﾘの知識移'胸iを奨励し，樅倣を絶えず

陳Ⅲil化ﾘｰる迎統的なイノベーションをリ|き起こす

合成能ﾉﾉの!'(喚性を指|耐した」:述のり`ンダーーコ

グト論文と合致する内容となっている。

いち111.<企雄の外部kll識の吸｣|)((iliﾉﾉにｉｌｉｌ］した

こ１－ヘンーレバインヌール（C()h(vllilll(lLevin‐

t肌''’199()）は．’１ﾉﾘUlX能ﾉﾉを「折しい外部知識の

Illli(ｌ１１ｉを認識し，そｵlを吸収し，１１i紫ｌｌｉ１Ｖに通１１)す

ること」（128頁）と定義し，製造雛における研究

|)||ｿ6をIlll唯する要因として評価した。この定義は

illiiMllﾘM(収プロセスを「認jMl｣，「吸収｣，「jEjlll」の

３１YllIfIiに分け，外舟llkll識のl1lh収とIli業１１的に活用

-ｹろﾉ.I.(を識)I''し，知識を吸収する'二|的は突際に活

||けることであり．移転はその刑靭とlUl雌に位置

づけたﾉﾊ(に特徴がある。つまり，「’'１１Kされる知識

はそれ'{１体の価価というより，吸収された結果．

どのような果実を生むかで評価される。｜iillげに，

Xlli軸の｢Z櫛は受け三ＦのIli前の知識や能ﾉﾉに依存し

ながら，紫i灯１１に行われるのであり，）lⅡ識吸収の

過(1,1は企楽成長と|同1棟，経ＩＨＩ/<<何Ｗであると考

えた。

それ仁耶Ｉして，知識移転の|Ⅱ難性を指摘する実

証lil｢ﾊdも｣)lれた゜３８(1:の技術的・経↑』(･(１１な「プラ

クティス」（たとえば，「活釛ペースの１%(Illii管理方

』(」のような一定パターンの実践行為）の企業

内(抑(をi洲宣したスズランスキー（SzlIla1Dski，

I()96）は，新しい知識を外部に'1Ｉしたがらない送

りｆや，「ＮＩＨシンドローム」（"lloullv(Pnted

ll(ｗ”の略，「自分たちが考えｌｌＩしたものではな

いので，受け入れをlli絶する」という）i;候群｣）

のlj1鋼１１<にある受け手の存在といったlIilj機｣二のIMl

lllではなく，①受け下のrll前)(||識のｲUIL，②学習・

効ⅡLの|人川LlW係のあいまいさ，③内部の複雑な人

lll111L1係といった知識移転プロセス自体に内在す

るl1lil9iIiが受け手の知識吸収能ﾉﾉをＩｌＩ１くさせると指

摘した。スズランスキーはそれを川識移蛎の「内

部IiIiiVi性」（illterllalstickincss）と門づけた。

二'一ヘンーレバイン須一ルのⅡM(収能ﾉjを批判的

に検討し，ｌ吸収能力を学習する「生徒企業」の能

ﾉﾉのみからみるのではなく，知識を伝役する「教

｢Ｉ１Ｉｉ企堆」と「!'ﾐ徒企業」の２行|則係から，吸収能

ﾉjを111対化する分析アプローチを提'１１|したのは，

レーンールバトキン（LnIlc刊ｎｄＬｌｌ１),Utkil1,1998）

である。｜〕（薬品・バイオ'１０迎企業のｌＵＩ先'''1発アラ

イアンスを対象に，「牧師企業ルⅣ|;徒企業」間

における！!L礎的な知識，管1111体制，報酬体系．事

業化の||的の類似性が商いと，組織学習が促進さ

５．知識の「吸収能カモデル」

５．１．吸収能力の概念

国際jll識移転プロセスは，進''１先ilj場のi(1)外ｒ

会i(|:や合ﾌﾞﾄ会ﾄﾞ|:の立場にたてば，新しい)Ⅲ識を催

得し，それをﾌﾞﾐ賎する組織学習のプロセスとなる。

移転されるkll識がコード化できれば．｜､l際的な組

織学習はili純な「情報伝達」のプ'二】セスに座わる

が，」)1ﾂﾐには仙人および細織にそなオン）たkⅡ微は

パソコンでデー仇交換するようなわけにはいかな

い。知iiiWilijiを組織学習プロセスとみなすと．研

究上の熊ﾉA(として浮かび｣:がってくるのが外部知

識の'llAjl)(iiliﾉ』（absoll〕tivo〔Y１１)a(pity）という'１;（

念である。
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５．２．「吸収能カモデル」

り`アラージヨージ（Zahl･ａａｎ(I（l0orge，2002）

は包lili的な文献レビューに基づき，知識の「吸収

能ﾉjモデル」（原文では，ａｌ〕so,1)tiwral〕acityの

Ⅲi文字をとり，「ＡＣＡＰ」モデル）を提案した。

「吸収能力モデル」では，吸収能ﾉﾉは「知識の

フローとストックを分析し，それを競争優位の(i'ｌ

ｌＩ１と維持の関連づけることをﾛ｢能とする組織ルー

チンとその実行プロセスに埋め込まれたダイナミッ

クな組織能力」（187-188頁）と定義され，知識

の吸収プロセスが「ｌＵ得」（acquisitioI,)，「消化」

(assimilation)，「変換」（trallsIol･mation)，「収

１Ｍ幻（oxI)Ioitation）（ノル１つの基礎能ﾉノ（段陪）

でlMi1jItされている（図Ｉ）。コーヘンーレバイン

ダールの３段階説（｢認知｣，「|Ⅱ２１lx｣，「通１１１｣）と

の}Ⅱ述点は，知識の「変換」機能が独立要素とし

てllYりＩＵされているのが特徴である。その吸収プ

ロセスの'１段階は「iｲﾄ在的な吸収能ﾉj」（｢獲得｣，

｢ii1i化｣）と「顕在的な吸収能ﾉﾉ」（｢変換｣，「収穫｣）

の２グループにくくられ，構成概念の【''心に掘え

られている。

れることを突きとめた。彼らは1ﾘ}究開発費をｊｌＬｊＩｆ

に吸収能力をilll1定したコーヘンーレバインタール

の研究には11上1《|Ｉ的であり，知識の吸収能ﾉ｣は「生

徒企業」の能ﾉﾉ（具体的にはＩｌ１究開発費が多いこ

と）それ[1体により決まるというより，むしろ

｢教師企業」・「生徒企業」’''1の組織や知識ストッ

クの類似性より決まると主張し，吸収能ﾌﾞﾉを｜'１対

化する立場をとった。

コーヘンーレバインタールに対する挑戦｢|<Iな研

究の出現は，彼らの研究の|ｌ↓界というより影撒リノ

の大きさを印象づける結果となった。その後，外

部知識の吸収能ﾉﾉは状況の変化に応じて組織学習

を行い，連続的にイノベーションを引き起二す

｢ダイナミックな組織能ﾉﾉ」（(Iynamicclll)（１）)ili-

tics，Ｔｃｅｃｅｅｔａ1.1997）ｏ)柵成概念としてtlil=｜

されるとmI1fに、国際知識移ｌｌ<プロセスの雌とな

る分析概念としても，幅広い|W心を集めるように

なった（FossandPedersol〕’2004)。

図１．知識の吸収能カモデル
「~~

吸収能力

剛
門イ＋

－…－－－レ

＋ 

／社会的な､
Liiij合ﾒｶﾆｽﾞﾘG川化'山、

出所：Zahl･&】＆(leorge（2002)．図１．

知識の「他イリL」は外部で唯み''１された知識のう

ち，121己の業j栃に重要なものをかぎわけて．習得

することである。①良質の外部知識を猶得する努

力の量，②ilj場の変化を吸収し、学習サイクルを

短縮化する速唆、③将来の成長軌道に影響を与え

る知識蓄械の/jlhl性，の３喚索が知識獲↑llLの鍵を

握っている。

「消化」はy&なる文脈で禅き'11された外部ｸ;'1識

を読み解くlM1解力である。つぎの「変換」は斬脚』

に獲得した外ＩＮＩ)(１１識と既存の内部知識の結合を促

進するルーチンをつくり|{'し，kⅡ識結f今を職き上

げることを意味する。鎧後は，新測』礎得した外部

知iMiをテコにして新型Ⅲ)や新製i火新販路を|ＩＭＩ{ｉ

する絲営革新の実行段階に当たる「収極」である。

l1IlI収能力を「iWi；的な吸収能ﾉﾉ」と「顕在的な

吸収能ﾉﾉ」に人きく分けたのは２つ(ﾉ)要素が補充

的である点を認めたうえで，H'lId1の要素である点

をIﾘⅡi('1にするための配噸である。ザアラージョー

ジは，“|)isodati(),]”（｢異縁連想｣，１つのアイディ

アが異なる２つの場で同時に連想されること）と

いう言葉を用いて，外から異質な知識を取り入れ，

ｒｉｉ柴の定義や競争戦略の枠組みといった既存の紐
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1(）ｊⅢ識ペース(ﾉ)小ｳﾋﾞ国際化浦にlI1けて

識の価ＩｌＩｉ観が転換する効果を'1iii剥した。

さきに紹介したスズランスキーは，企業|ﾉ､1の知

識秘１脚<プロセスを，「初肋｣，「ﾘﾐ､:｣，「ランゾアッ

ブ」（切り替え)，「結合」の４段|締に分け，その

うち新しい知識に１１〔抗感のある`避け手が岨>［外の

ﾄﾞﾘ題にjｕ過し，（I拶iliを練り返しながら,つぎの高

い入りl］にたどり打く「ランゾアッブ」効１１Lを，

やはり指摘した。いずれもコーヘンーレバインター

ルの吸収能ﾌﾞﾉの定為にしたがい，「吸収」と「iili

lll」を|X)|りし，外Hllから吸Ilルたｊｉｌｌ識が染`ﾉﾐを生

むにはkll識の変換が必喚であるとの';11断が示され

ている。

知識吸収の基Iil&能ﾉjとなる`1班索はどれが欠け

ても学習サイクルがうまくｌｍ１ｌ)ないという意味で

は．すべてが吸収iiliﾉﾉの発抓には必喚欠くべから

ざる嬰素であるが，ザアラージョージ，スズラン

スキーはともに企雅特定1Ｗ，あるいは文脈にl1l1め

込まｊ'た知識が>}１１のy1LlP〔な締↑ｌ１ｒｉｉｌｌｌｉの束のなかに

移転され、既存の内部知識とＷｉ〃lの外部)Ⅱ|識が上

手にﾙIIi合し，企業|ﾉ､1でjlmlJjにmlli'tするプロセスが

吸収能ﾉﾉの鍵となると号えた。過｣《の１J（１）j体IMiや

学習を〕、して儲ｉｌ１ｉされた知識を`(X図的に|ii;てよる

｢アンラーニング」がW『しい)(lli紬のMZi1('し班Ｉｌｌ:とし

て屯要}兇されるのも，「ランフアッブ」を'''１１`)に

行うためである（'1''1)〔､'･’１()()(ルハメル（II8lm(ｌ1,

1991）はその点について，iilijliさこそが学1Wの第

一の要件であると述べている。

「吸収能ノノモデル」の説lﾘ|にiﾉ〔ろう。モデルが

前提としている条'1:の１つは，企推が常｢llJi，ど

れほど多様でhli光llvな知識に触れているかi1fかで

ある。学習しようとする外iWIjtlliiM(をlM1解する際に

役]I/:つ既存kl1識があれば，ｉｌＷＩｉｌ'１<1な吸収iiliﾉﾉは高

まる。モデルでは，吸収能ﾉﾉを付続i1Vな鞭『'優位

へと導くための３つのメカニズムが!L休的に示さ

れている。

最|ﾘIの知識吸収メノノニズムは、「１１１１性化トリノノー」

(:hctivationtl･igg(､１．s）の働きで`脇ろ。こ’'は内

部，外部の刺激に対する当該企業の)又応であり，

既存il1識や紙!;itのあり様が吸収iil;ﾉﾉに与えるM;響

でもある。内部的なトリノノーの代炎｛ﾀﾞ'１は業紬Ml1化

やカリスマ創業ffのﾀﾋﾟのような組織全休に'１Mわる

危機の発生が学１Wを促進するケースである。外部

的なトリガーとしてｌＭｌｌ速｢1りな技illiiIIY新や政莱転

換といったnM境班lklの激変を挙げることができる。

トリノノーのＩＭｉはIil洲収ﾘLのﾉﾌﾞlr1性と雌点の設定

に，またトリノノーの衝峡lQiはliIi報収染の好ﾉﾉと賀

''１に，それぞれ|形襟する。

つぎの「}|:会｢'(1な統合メノノニズム」（sOcialin-

I(191.lltiolllul〔!(,lllll)isms）は，組織メンバー間の

'１１互1111解を深めるための必凹な知識のIw7化を意

味する。組織はIuwtな人'''１lIAl係で成Iﾊｨﾉ:っており，

職能ＨｌｉＩｌ１ｌや細細文化の壁があるのがjmilirの姿であ

る。新しいIllliIl1iiijlやシステムの導入にはIli喀擦が生

じやすい。jEiUjな人Illローテーションを介して，

組織メンバー'''1の体験と知識がオーバーラッピン

グしている企業ではj(liiVL，ｉｉ１ｉ化した知識を実際に

他１１Ｉする変換，収幽への道のりが比較的存易とな

る。ザアラージニ'一ジは，「柵/Ｉｉ的な吸収能力」

が「顕在的な'111(収(１Ｍ」に変換される効率性から，

ｉ|:会的な統合メノノニズムをi'１ｌｂEすることを提案し

ている。

ノ｢&後のメノノニズムは，知識の模倣のilI1lHiと知識

Ⅱ11111をlmMける)Ⅲ｢1(ﾙﾘ｢ｲｉＩｉＩ,ｉｉｌｉ１ｌ便から幟)jltされる

｢,liｲ１体ili'|」（,．(DgilM(北,,),),.()I〕,、ial〕ility）である。

)ill荷'１１が複製|ｲ|雌で，kllil1Iﾘ｢ｲi椛法でillillllが制度的

にlml1されている場合，，!i<i体ili'1は強固となり，

知識が生み'11-)澱ｲ}似位･Illiは付統性を｣iii１－（Teｅ

(､(!(ｖｔａ1.1997）。，!｢〈i(ｲﾐｲlillがW1えられていると．

鏡ｲ}優位性を維持する俄略的な焦点は嘩境変化に

応じた戦略の),lilrしと，そｲ'に基づく新製品や新

型i/(，新版MHのIWll(iの'''１Ｍに移行する。そこでは

イノベーシニIンを唯み}|'す技術革新や楽勝改善知

識が雄界内にしだいに普及し，企業'111の知識ストッ

クが平準化ﾘｰるi1I能性が強まる。したがって，知

識ストックの絶えざる血illiが求めらｵ,，外部知識

の1幽得と移1'1Kのタイミング，知識移転Y1lIllの問題

が改めて浮かび｣２がってくる。

５．３．課題

kIl識の秒ﾎﾟﾊﾟｌＭＭｌｉに背'二'し，外部知識の移転プ

ロセスをlⅡl示した点で，「lUlJlX能ノノモデル」は知

識ペースの企碓論ＩＩＷ梁にiqillllIした。しかし，知識

ペース論から多lI1ii)i企業化を説lリルようとする新

たな研究動|(１１は，｜、際絲悩.学分野において「内部

化'''1論と１１)(7)l1IlIIlの経済学による“TIi場の失敗ア

プローチ”という))r錫とともに，組織統制という
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絲営志{)ｉＫ輔43巻ｌリナ2006(｢４月１１

赤子を一緒に流す結果を招いた」（Fossalldl)c(I

crson，２００４，３４１頁）と批判さ;|'た。つまり，知

識ペースの多'１１鱗企業化論は知識の暗黙性や複雑

さ，吸収能力といったkll識の認知的O1lli(ｌｉに関心が

集中しており，知識移転の難易lqiが'''心課題とし

て設定されている．その結果，組織術造・経営管

1111の視点が抜け落ち，椛限の委譲，インセンティ

ブの配分，管1111職や従業員に対する統制・監視，

教育等が知識移転に与える影騨が軽視されている

と言うのである。

批I1llは，おおむね妥当である。知識ベースの多

国籍企業化論が提哨されてから|]が浅く，何より

実証研究が厚く摘み上げられていない。ウインター

が指摘したような異質な知識特ＩｌＩｉが組織|ﾉ|の'111人，

グループ，全休に，どのように分布，側迎，iili光

し，lMi造化されているのか，イ《1ﾘlである。その点

の解lⅢなくして，「知搬移転のジレンマ」を高い

次元で解決する方策は見つからないとも言える．

また，多国繍企業の１１(業活動は多方li1におよび，

多次元にわたっている。タイにⅡ１店した現地子会

社の||ｲ勝状況が東京本ｉｌ:に報告され，jlli紬決算に

組み込まれ，その東京本社のＭ勝状況が''１国での

投資＃１模を左ｲ丁する。そして，’'１国での'11店が拡

大し，ilW品調達機能もlii化されると，今1唖はllIIlil

から|]本やllI南アジア諸'五1に対する商,１，１１，供給ﾉﾉが

強化され，競争優位性が高まる。組織llVi造・経↑ｌＩｉ・

管H11との関連において，多方､i，多次）Ijにわたる

多国W1i企業の知識移転のネットワーク|Ni造を探る

のは誠に興味深いが，なお－Ｍ，凶ｉＩｌな課題で

ある。

批1《||に応えるかのように，知識移転を３１Miii構造・

経営管111の関連において分析しようとする複数の

実証研究が現れた。つぎに，それを紹介しよう。

6．学習する組織の条件

組織学習と組織|附造・経営管理の関係性を探っ

た代表i1Vな国際知識移転Ｉｉ１ｆ先を３つ紹介する。

６．１．海外子会社の知識フロー・モデル

米国．欧州，「1本の多lIiliiW企業71社の海外T･会

社374社を対象に，包括的な内部知識移転調査を

災施したﾌﾟﾉﾌﾞﾀｰﾌﾟﾉビンダラヤン（Gul)taall〔１

(}(windal､nj〔111,2()00）は，多方iii，多次元にわ

たる本社・海外T･会社'''1ネットワークの分析の手

１１〈iめとしてIlql)111のiｲｌｊ外子会＃I:に絞り込んで調査し

た。つまり，佃))||企業，２祉間のI11JI関係，３社

u-Lのネットワークという本社・海外子会社''１１の

'1M係性のうち，ネットワークのノード（結節点）

に|(llllするＩｌＨ１別の海外二｢会社に限定し，本iil:・他

のiilj外二｢会I(|:から当該海外イ･会社への知識の流人、

そして当該海外子会社から本社・他の海外二｢会社

へのｋｌ１識の流出を対象に，｜E|際知識移転の進展方

|(,]とそのﾘ斑囚を11(()上げた。したがって、知識移

Iiiﾊﾟの方lfilIYliは当該「会社からみると，①本社から

のｋｌ１識流人，②他の海外~｢会社からの流人，③本

社への知識流出，④他の子会社への流出，の４つ

に限定ざ１'た。ただし，Ili業活動はマーケティン

グ・ノーハウ，流迦ノーハウ，包装のデザイン・

技術，梨１１１/,設計，業i傍設計，購買ノーハウ、管聡

システム・実行の７項目を挙げ．ほぼ経営特１１１１の

すべての対象を視野におさめた。

分析枠組みは既存のコミュニケーション１１M論に

）ILづき，「知識ス|､ツクのＩｌＩｉ値｣，「Ｘｌ１識共〈jの動

機｣、「伝達チャネルの有効性｣．「知識獲得の肋機｣，

｢吸収能ﾉﾉ」の５班素を取り込み．以下のような

命題を立てた（'又'２）。

図２．海外子会社の企業内知識流出入の決定要素

｢了知薇元価Lu}し咽－－－－－１１１｣十）－－－－ 

－－－－－－-し

lD2（＋）‐し子二会；l:からの知識流l{Ｉ」
恥

庄一Ⅷ’一一一一」』一
一一一一一一一伝達チャネルのｲﾌﾞ効性

］ l-i添予 １１M1得の釛機 ﾄﾞ'２への知識流入

|丁ij〔￣IF￣iil｢一丁'-－－－
}１１所：（)111)ｔａ＆（lovin(larajaII（200())，図Ｌ

ｉ１:：ＰはI)TOI)ositiol，（命lHj）の略。
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1２川識ペースの小売'11隙化論にl(ilけて

（１）「送り下のilli縦ス|､ツクのIllliIl1i」

海外イ･会社の薪(１１(したiⅡ諭のIiIi値がﾊﾟﾉjいと．親

会社や他のｶﾞﾘ外子会ﾄﾞ|:にとってill識を習i(｝しする魅

ﾉﾉが高まる。また．｝ｕ写しにくい属性のill識であ

れば，移転する(llliI1l1iはｌ:がる。

（２）「送り二Ｗ)１１ﾘﾉ機l:の(;xl(１１」

海外イ･会社にはｌｉｌ分たちが(iIljiliし，耕冊(した知

識は占ｲTしたいとのAUlいがあるかもしイ,ない。ｉ(,ｊ

外二r会；l:がその点をj/L1111し，他のiilj外｢・会社と知

識を共ｲﾌﾞする意義を認識すＩlば，kll識の移転TTi能

性は高まる。

（３）「伝達チャネルのｲｲ/{:と〈T効性」

いかなるlllli(llIiある)(||識でも二Ｉミュニケーション．

チャネルイ(在では移転できない。チャネルの開放

性やiWIの親密度が,〈liまれば，移転は促進ざｵ,る。

（４）「受け手のlﾘj機_|:の力唖ｌｒ,I」

「ＮＩＨ症候Ni」は，iliに受け二Fの|当111〔心のみ

ならず，組織|Ⅱ1の!il<けり|きやillii突も絡んでいる場

合がある。外部知;M1をＷｉ撤的に探索し，愛け入れ

る意向の強い受け｢に対するiZlIiKは促進さｲ,る。

（５）「受け手の吸jl)(能ﾉﾉ」

受け下のIliiiiのIIUj1IkⅡ識がＩｌ１;(であり，送り三Ｆ

と受け三}z(ﾉ)|Ｗ心，状MIIlli(lIliiMに)lJMxl1iがある場

合，jW1識の移転可能性は商よる。

)('1識iii人が他の３つのｈⅡ微移転紙蹄と比べて，よ

りｲﾌﾞ恵であった。多|同iH企業は長flZ，［'1央から末

端のｉｉ１ｊ外子会ｉｌ:にkll識移ihiしている。多国籍企業

は現jlIlT･会i<|:へのｌｈｉｌｌｌ斐誠を伴う統合されたネッ

トワーク組織に!Ⅲi換しているとの新しい組織観が

提示されているが，親会ｉｌ:はそれでもなお，｝,&も

iiW発なkll識(i1ljiliiYであることがiIi1iiii認された。

知識の送り1zである当核i↑'j外二r会；|:の動機｣:の

意|ｲﾘと知識移1IiKのﾄlll)U|ⅡＩ係が立証できなかった点

については，｜,i｢｢･会社の11ﾘ１機'二の怠'/ilの代理変数

として選択した｢会；|:トップに対するインセンティ

プｉｉＩⅡ唾（具体(１１には，ボーナス支給）が適切でな

かったⅡ｢能'１;がある，また送り手より受け手の釛

機｣:の意ｌｉ１が強いことが彫押している可能性があ

る，と述べている。

彼ら［|身が認めているように，この研究は海外

子会ｉ|:というIMl)}'１企業における知識の流出入を対

象にしているⅡ､(で，囚際ネットワーク化する多国

矯企堆におけるill識移lhiの｜部分をl1Ho上げたに

とどまっていろ。しかし，この極の災証研究は少

なく，ｉＬＭｉなIiIFAHには述いない。

６．２．知識のコンテインジエンシー・モデル

）Ⅱ|識ｲｳﾞ性をlﾘlIiliiに設定しながら，ス'１識は組織ＩＩｉ

造を説lUlするコンテインジェンシー（環境条件適

合）変数であると１;illiしたのはパーキンショー他

(Bil･killsl1aw(Ｗｌａ1.2002）である。コンテイン

ジェンシーjll1論はすべてのl<'1織にjlijlmする唯一最

善の組織化はくjYl;せず，＃Ⅱ縦|怖造はその組織がｉｒｉ

かれている環jjiのｲ《確り:|'ｌｉや戦略i1Vホジショニン

グ，仙''１されている技術flliWrの勅lhl，組織の規模

といった亜素に|/<<了すると三Ｉｉ１ｌｉする。1960年代か

ら7()ｲｌｉ代にかけて，コンテインジェンシー理論は

組織設計の文NU的な論､'1として注ｌ－ｌされが，８０<'２

代uﾉ(雌，ｌM1論，（ﾉﾐiillilU}充のiiIliii1iで批I1llをi谷びた。

その冊liWL，当Ｗ１，。liijIiされた１つあるいは２つの

支配ｌＷな環境糸|'|:でなく，イ'１１Kに作川する複数の

環境条件に対して;||縦|附近の特徴を適切に調整す

ることができれば，｜巡れに糾織の成果がf'二みｌｌＩさ

れるとの'１釘Eアプローチが採川されるようになり，

コンテインジェンシー'''1諭の流れから，再び新し

いIiH兜ljRWLが111lllIされるようになった。

バーキンショー他はそのようなllllMIi意識から，

以上から，導き|||された｢･会i(|:の知識フローに

'1kIする仮説は，つぎのように班約された。

（１）ｉｉ１ｊ外子会i〔|:から水ｉｌ:・他の海外Ｔ･会社へ

の知識流''１は，当該「･会；|:が1ﾘr(iするillrM(ストッ

クの価I1IIi，ズ||識ｊＷｉに対する)l1i溌子会ｉ|:の!i１１機上

の意向，伝述チャネルのｲi効性と，ｉｌｉの'１１関が

ある。

（２）ｲﾊﾟﾄﾞ|:．他のiiIj外T･会|(|:から当該ill外子会

社への知微流入は，知識を}(l1iMLしようとする当該

illl外子会ﾄﾞ|:の⑩１機|:(ﾉ)趣|('1，’八述チャネル(ﾉ)ｲ丁効

性，当該＃')外子会|<|:の側||識をlUM【1lxする〈iliﾉﾉと，’１１

の相関がある

実証結1ＩＬは，送()ｆである)11被i(1)外二r会社のLHI

機|§の意ｌｆ１１を除き，ダIi()リーベ（の仮説が('1分的，

あるいは全､i的に文｝、に’1[た。とくに，川識移転

の４方lfilのうち，１Ｍ会；|:から)１，核iilj外｢会社への
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総↑:↑`と林鋪`13巻１１）２０()(ｉｆｌ２ｌｌ１１３

ﾌﾞﾉiﾘ｢の|ｌ|兜|＃１発拠点（うち76力iﾘ｢はiflj外）におけ

る;'１縦llIi造の特徴一ＩＵ１先'''１発拠点のlLI三iH性と研究

ＩＩＩ１苑拠点'''1のiili"jの調溌・融合の２つ－にlj:える

形轡を訓11tし，そのうえで拠点'''１の)Ｊ１識移撚とい

う成処と突き合わせて，適合性をfll定した（Ｉｘｌ３)〈

知識特性というコンテインジェンシー変数と組織

朧造の関係をｿﾞﾐ証しようとした。ワイン拠一がlU1

7l〈した)(''論1瓜性のうち観察i1I能性とシステム1111め

込み性の２喚索を１１X(〕lllし，それがエリクソン，

ボルボなどスウェーデンの多llililli企雛Ｉ５ｉｌ:の110

図３．研究開発拠点の組織構造の決定要素

ｊｌｌ識の特性

･観察１１｢能llli

・システムl1I1め込み．Ⅱ：
～ 

～ 

ｌｕＡｉ(ﾉ)組織柵jfi

Ii1I充IMI苑拠点の１１１;'''１

liilllu点'''１(ﾉ)訓雛・統合

～ 

｣ 

△
▼
 

ｌ１ｉｌ・ii雑|Alの他の

,i)}究Ｉ)H苑１m点への

川識侈ﾄﾞパ一
－
－
－
－
１
１
１
１
１
１
 

操作愛数

．拠点の役割

・同規桃

．'可（｢数

・文化的跳離

･産業／企業

'1}iiWi8Bil･killshawotal．（2002)．Ｍ１。

iiA1占結ⅡLは組織|Ｎｉ造は移椛されるill識の特性と

適合｢l(Iでなければないことを１１ｉｉ<7J<した。とりわ

け，ihl:会ｉｌｌｊ，物l11Mlvなシステム(ﾉ〕Ｉ|川成班索であ

る知識のシステムｌ１ｌ１め込みＩｖｌｉのりi1いＴＩＩ災の場合，

l]三ii性に南んだ組織W1i造が荷い1！”Lを41{むIhNl('|が

ＩｉＩｉｉ認された。部,｛１１，やソフトウエアの標iiIIi化がj(止ん

でいる111イ･機器の場合，’２１兆性が乏しく、’''１ﾂﾋﾞ拠

点''１１の説lW1・融合が|x'られているのに昨|して，ｌﾐ

ｲﾄﾞ．’'１１じ二ljlllで1ﾘ(兜１%1発から製造．I1li客支援まで

を行ってきたｻﾞ|`搾り機・分離機メーノノーは詩ｉｌＩｉし

た)(11識がその二lJlllの社会的，luljll1的システムのｌ

部分と信じているニこのようにｉⅡ識それ[l(,|(は観

察『1能性が商い場合でも、商いlql主性と'1Rい拠点

''１１調溌を特徴とする川〈[!('1の組織|Ni造はシステム

j1l1め込み性とjI2i合的であり，，fiいＩｌＭＬを(|{む|b｢ilI1

が示唆された。

この〃}先は1}}充|)'1発１門11ﾘ)に限定してお(〕，どの

１W,1度一・船化できるかわからないというｌｌＷＡがある

ものの，「組織は知識特性にしたがう」という仮

説をリ|き'||した」A(が評Illliされる。

ンドで１１雄ili動を繰り広げるzIli1imii:業のiiIi外｢・

会ﾄﾞ|:１６８１(|:をサンプルに’’１M【｣|)(能ﾉﾉを従推し(の能

ﾉﾉと!､)j槻づけの２嬰紫に分けてＩｌＭ念化し,人的rt

ilii筒1１１１（hulu〕111〕ｒ(9s()111.(1〔､】'1&ｌＩ１ｌｌｇ(!'】u()'〕t’１１什称’’

,(Ｍ）のフラクティスとlUk収能ﾉﾉの|ｲﾘ１２とのＩｊ９係

性をlUlらかにし/こミンパエバ他（Mil〕})Ｈ１い'ｌＨｃｔ

ａ１．２()０３）がそれである。］.｝；{な文''iルビユーに

1ルブき，３つの仮説をlMf簗した.

’１１税①「従鰹{の能ﾉﾉと肋機づけ(ﾉ)'１１１１:作''１は，

ｉ１１ｊ外T･会ｉ|:ヘリ)jUl識移翰を促進する」

コーヘンーレパイン伐一ルらの先行(ｌ}究を参考

に，吸収能ﾉﾉを従業Llの''１前の知識水準と吸収外

ﾉﾉのiul11qiに分けた。Tliiiiの知識水準は組織を|肺ｌｊＩ（

するⅢ|々の従業11の紋f｢(1Ｗ\殿，（I:Iliにl1Ll迎した

技能，LL水｢1りな能ﾉﾉの(1,111逆でil1l定される。他方、

'１M【｣|ｽﾞﾀﾌﾞﾉﾉは従業tlの怠欲の'１１１題である。効ﾂ)意欲

にⅢける洲11tによ;'1ば，従紫tlの伽機づけがｻｶﾞい

かｲ《<１首の｣場合，Illjl(収した知iililをＷ|Ｉする(Ｍ１(｣iは低

ﾄﾞﾘｰると青う。iliiiW)1'１前の知識は従業tlの能ノノ

のlllllmであり，後片の吸jlX外ﾉjは従柴ｆｉの11i)j機づ

けのIH11ulにiWiき換えられる。）《１１識移転の成果を高

めるためには，２つがかみ合う必喫がある。

６．３．吸収能力のＨＲＭモデル

外iiⅡ肱Ⅱ識の「吸収(}|iノノモデル」と組織竹l1l1I1llMIi

をUU述づけ，吸収能ﾉﾉを商めるメカニズムを示唆

するﾘﾐ証|ﾘﾄ究が】)Ｍ【た。米'１１，ロシア，フィンラ 仮説②「従推１１の能ﾉﾉ対成111に関する評Illliと教
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lljM1識ペースの小売IF1際化調に1(1けて

青訓練は，従業員の能ﾉﾉ|AI｣急とilIの関係にある」の災ｲｿﾞ化とコミュニケーションは従業口の組織に

企業の競争優位は適Ijﾉﾉな能ﾉﾉ特性をそなえた人対する信頼と'１M与をijlき'''１－きっかけとなる。

材の配置に依存していることは言うまでもない。

従業員の能力特性を評Il11iし．そｵlをフィードバッ 以上のような論l1l1I僻IJRから'１！(念化されたのが,

クしてやることで，彼らの)illl'ilili吸収野ﾉﾉは刺激さ同４の「知識能ﾉjの111(Ｍモデル」である。実

れる。従業員が'二|己|=|標を迷1,1tするため．組織的証結采によれば，仮説②は大部分，支持された。

に自己啓発と技能習得のプログラムを提供するこなかでも，教育iilll純が従業員の能ﾉjlijl上に与える

とはことのほか重要となる。影響度は大きく，成ＩＩＬの評(llliが能ﾉ]|｛711二に与える

影響はそＩｌと比べると，やや弱かった。仮説③の

仮説③「成り|L主義の報All，」ｿﾉ紺了i：義の昇進，内うち，成果主義のＩＭＩと内部二'ミュニケーション

部コミュニケーシ三'ンの拡充は，従業員の動機づは従業員の動機づけとｲｰi怠な正の関係にあること

けとｌＥの関係にある」 が硫認されたが，」）)統了'１義の内部昇進制度は有意

従業員の潜在(ｌｌ１な能ﾉﾉをリ|き'''１－ため，インセではなかった。最後に，仮説①では従業員の能カ

ンティブが提供される。（Ili々のＨ１(Ｍのプラクティと動議づけはそれぞｲljill識移転にilﾐの効果を発揮

スのうち、成果に応じたボーナス支給ili'1度や｣力績するが，十分に〈1感なl1lI1Uは確認できなかった。

に応じた内部昇進制唆の導入と，そのilill度の公平ただし，従業員の能ﾉﾉlIill:と動機づけの相互作用

な運111は効果的なインセンティブとして機能する。は極めて強いTlﾐのＩ１１ｌＨｌを示した。

また，企業の1111念や経↑;け）針，業紙に関する情報

図４呼吸能力のＨＲＭモデルの概念図

吸収能力

叩
教育研修

I 能力／成果評ⅡＩ

功績主義のＷ・進 －－－－-し

成果主義の報酬 ---－し
１１３ 

|－し内部コミニケーション

H|所：MinIxMMwtlU1．（2003)，図ｌ・

注：ＨはHyI)ot1lesis（仮説）の路。

まとめれば，海外子会|(l:の知識l1lAjlX能ﾉﾉのli1I上

は国際知識移転をｌＩｌｌ進するとの納論となる。とり

わけ海外子会|(l:の従業員の能ﾉﾉ|ｲﾘ｣息と1Iij1機づけの

２つの条('|:が揃うことがｸ《Ⅱ識移禰には有効であり、

従来，先行研究でＴＩＩ祝されてきた従業員の「能ﾉj」

のみでは必ずしも十分でないﾉ`((が示唆ざｵ'た。

ザーラージョージの「吸収能ﾉﾉ」モデルと重ね

合わせてみると，従業(ﾐlの能ﾉﾉは締学的には事前

の知識といった「滞在(|(]なＩIll(収能ﾉﾉ」に杣当し．

従業員の動機づけは，ilI識を「消化｣，「変換」し，

さらに「収稚」をLl2み'''１－段階まで関述している。

従業員の能ﾉﾉとji1j機づけの関述性が知識移転を促

進するとの結論は，Xll識吸収プロセスを統合する

有効な人的資源櫛]]'1政蛎の折針を示した。その点

を評Ⅱiしたい。

吸収能ﾉﾉの|ＩＲＭモデルは，従業員の能力と

動機づけを企業のklI微吸収能ﾉﾉの内生変数として

組み人ｵＬ企業はklliiiiiiの吸収能ﾉﾉを高めるため従

業員の教育訓練のＩＲＩ１A彼らの成果に対する適切

な評価，成果主義の魔余体系の導入．内部コミュ

ニケーションの改善といった綴営笹班政策を実施

するよう示唆した。ただし，［|ら言及しているよ
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うに，従業員の能力開発や動機づけに対する投資

効果が発揮される時間的な遅れを考慮する必要が

ある。さらには、知識の送り子の動､機や知識特性

といった他の要素とＨＲＭとの関連１ｆｔを探求す

ることが課題として残されている。

の品質管理や生産`性向上に関するノーハウは一流

であり，優れた成果を挙げた。逆に，発展途Iﾐ国

は国際機関から一流の設備を供与されたが，それ

を上手に使う方法を知らなかったので，十分な成

果が出なかったと，ソルベルーパーキンショーは

説明する。これは小池・猪木（1987）が日本と東

南アジアの生産現場で発見した「知的熟練」の効

果とまったく同じ内容のことを述べている。

ソルペルーパーキンショーは「行為」の概念か

ら．図５のように多国籍企業の内外における「行

為」の移転可能性を整理した。左下の「規格品の

行為」とは成果主義の賃金体系のように導入しよ

うと思えば，海外子会社でも，競合他社でも容易

に実行できるタイプの実践行為である。逆に，右

上の「不透U1な行為」は進取の気性に富んだ組織

文化のように，極めて企業特定的で粘着性の高い

行為で，企業の内部においても外部へも移転が困

難である。

７．「実践行為」の国際移転

７．１．「活動」から「行為」へ

最後に，抽象的なレペルの知識ではなく，より

具体的に知識をプラクティス（｢実践行為｣，以下

｢行為｣）として捉える努力をしている文献を紹介

しよう。

まず「活動」（activities）と「行為」（practices）

を区別しよう。ソルベルーバーキンショー（S61‐

vellandBirkinshaw’2000）によれば、「活動」

とは企業が遂行しているのは何か（what）を意

味し，「行為」は企業がそれをどのように行うか

(how）を示している。在庫管理は「活動」だが・

セブンーイレブン．ジャパンが実践している仮説・

行為．検証型単品管理は「行為」に該当する。ま

たマーケティングは「活動」であるが，伊勢丹や

西武百貨店が買い物カードのデータを基に実行し

ている優良顧客維持プログラムは「行為」にⅡl当

する。「活動」は通常，1つか，それ以上の「行

為」で構成されており，うちいくつかの「行為」

は，たとえば，七ブンーイレブン・ジャパンの仮

説・行為・検証型単品管理のように商品開発・生

産計画，配送計画，在庫管理，棚割り等全社的な

｢活動」に関連している場合もある。

「活動」と「行為」を区別する意義は，経営資源

と組織能力を識))|'し，組織能力の具現化として

｢行為」を理解し，そこから知識の国際移転プロ

セスをみることにある。「活動」は工場や店舗と

いった物的設備や人材，特許技術等で構成されて

いる。それに対して，「行為」はそうした経営資

源を有効かつ効率的に運用する方法であり，い

わゆる組織能力に相当する。コグト＆ザンダー

(KogutandZander，1992）の言を借用すれば，

ノーハウとは組織内の実践的な「行為」を規定す

る知識ということになる。

1970年代の日本の自動車メーカーは「活動」レ

ベルの兀場設備は|Ⅱ式だったが，「行為」レベル

図５．外国籍企業の内部／外部における行為・移転

難

社
内
で
の
行
為
の
移
転
可
能
性

易

，難易

社外への行為の移転可能性

ｌｌ１ｉ１ｒ：S61vell＆Birkinallam（2000)，図４．８。

残りの２つの「行為」にはやや詳しい説明が必､

要だろう。’二1本に進Ⅱ)した外資系研究開発機関で

現地市場に適応した結果，本社や他の海外子会社

には移転しにくいが，同一状況に置かれた進出先

｢Ｉ１ｉ場の競争ｲ１１千は模倣しやすい「行為」が生じる

場合があると，彼らは言う。左上の「孤立した行

為」がそれである。それに対して，右下の「テコ

となる行為」は|可一企業内の子会社への移転は円

滑に行われるが．他社への移転が困難なものであ

る。トヨタ生産方式は海外子会社には上下に移転

孤立した行為 不透IUlな行為

テコとなる行為
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1６知識ペースの'Mil副際化論にlfjlけて

されているが，ＧＭ（ゼネラル・モーダーズ）と

の米合弁会社をj、じての他ｉｌ:への移Illjiは容易では

ない例がそれに該当する。

分析結果は「知識移転のジレンマ」に対して，

ある程度の解答を与えている。目；|:のi｛,j外子会社

への移転は可能であるが，腕ｲｌＩ１ｌ三Fには模倣され

にくい，システム１１１１め込み性の高い「行為」が国

際競争力の源泉となるとの示llfがi<lしられる。その

意味で，ソルベルーバーキンショーはグローパリ

ゼーションの進展とともに，「テニ'となる行為」

を連続的に生み'１'す地ﾉ`〕的な拠点（contTcsofex

cellence）の備築がますますIlnlZとなっていると

強調している。国際化を!|iなる経常資源の移転プ

ロセスと理解する論荷が多いなかで，実務的な含

意のある「行為」という概念から，組織能力ある

いはjW1識を具体的に捉えilf〔し．｜ｕ際競争のあり方

について提言した点を評Il11iしたい。

た組織文化従業員へのエンパワメント等々）が

業績に与えた影秤では，ペンチマーキングや部門

横断的な業務改薄（ムリ・ムダの|＃除)，教育研

(|参といった具体的な三F段より，開かれた組織文化

や|､ツブ・マネジメントの関与．従業員に対する

エンパワメントといった'1%黙的でシステムllHめ込

み性の強い哩紫が鞭↑}健位性のilii泉になっている

ことが確認された。つまり，連続的な業務改善を

引き起こす下段的なﾘﾐlli行為以上に，ＴＱＭを推

進するうえでhli完(|りな経ｆｌｉ,尚iIjiの何無が成功要因

となる点が示唆された。

もっともパウエルは訪'１１１インタビュー調査を通

して，ＴＱＭという言雌を使わないが，事実上全

社的に,W,質改善にllIO組んでいる会社が存在する

ことを突きとめた。これらの会ｉ|:では「常識」に

したがい「グッド・ビジネス」を心掛け，トップ

の継続的な,{ｉ１１ＨＩＭ(稗jililij1や従業員の関与をウ|き出

すことに成功している。川識を実践行為レベルで

lJI1解する際，「行為」の内容を確かめず，うかつ

にラベルを１１ｉる恐に対して鰐告を発しているよう

である。

７．２．「行為」移転の状況と評価

競争優位性の手段として'PＱＭ（t()talquality

managomellLの略，全Ⅱ:｢|<Ｉ１ｌｉ１ｌ質管1111）がIfl際的

に注目を浴び，米囚売I:il9HランキングI§位500ｉ|：

のうち93％がImlらかの)|:2で'ＩｗＱＭを実行している

とのアーサーＩ〕・リトルド|:の訓|査州告（1992年，

引111はPowell，1995）もある。’ＰＱＭは'三１本企

業が米国のｈＩｌ１質管I1l1迎勅に学び，そして編み１１|し

た連続的な業務改善行為であり、従業員参加型の

品質サークル遮釛やサプライヤーとの緊密な連騰

ジャストインタイムL|擁ﾌﾟﾉ式，長IUl計Uj1i立案等が

具体的な行為である。、ﾉﾐ研家のIlllで広く普及した

実践行為の代表例である。

パウエル（Powell，1995）は｣&囚企業54ﾄﾞ|：（う

ちＴＱＭ実施企業39；|:）を対象にＴＱＭの移転状

況と，それが成果に与えた影轡を調査した。その

結果．ＴＱＭ実施企業は|両I非実施企業より優れた

業績を残しているが，旅業特Ｉｌｉ（'ｌＱＭ突施企業

のうち製造業24社，サービスニ雛15社）と企業抑Ｉ模

（中ﾘと値は充」百向１３億６千万ドル，従業員

75()人）が業績に与える形秤を琴lIliすると，′ｒＱＭ

と業績の｛(|関度は部分的となる。つぎに，ＴＱＭ

を擶成する12の要素（トップ・マネジメントの長

期的な関与，緊密なサプライヤー'１９係，競争ｷⅡ手

の能力を比較調査するベンチマーキング，開かれ

７．３．「行為」の独自解釈

「行為」について独[|の解釈を行なったのは，

自動車の生産システムを分'１rした藤本（2003）で

ある。藤本は。「設計ｌｉｌｉ柵の流れ」から生産の実

践行為を捉え、もの造りの組織能力は製品開発に

おける「設計傭報の(ill造」と!';産における「工程

から製品への設計|洲Ｉの転写」で説|ﾘlできると主

張した。

たとえば，生旅性はＩ'二藤1:ｉＩＩｌの作業者や設備に

蓄積された製品設計li1i柵を11;(ｲｲ料や仕掛品に転写

する「情報発信の効率」と解釈され，自動車生産

工程におけるﾂﾅ勘41Z旅性は，「１１ﾐﾙ|:作業'11F間×正

味作業時IlM比率」で炎された。アメリカの自動車

メーカーは1人の作雅背が１つの作業を行う単能

工の育成や専川殻(ＩｌＩｉを前提に生藤ラインの速度を

上げる生産性|ｆ１ｌ｣:が|]脂されたのに対して，日本

では機械設Illiの故lliinIｹﾞ'１１１や段１１Yり替えlHF間，部品

の到着待ちで作業背が１１１もしない待機I1jFilMなどを

少なくし、T12llli作業||ｷ''１１比率を長くするなかで多

能Ｔによる多」:｛lI1IiIfちでilill′|：作業の}11当を増やし．

生産性をＩ２げ，米国に優る成果を残した。

Hosei University Repository



経↑:↑志林；iＭ３巻ｌ；）２０()()fＭ１１１７

このように１Ｍiの合'''1性ではなく，」〕1場作業の

試行錯誤のなかから生み|||された．腿Ｉ【たり<践行

為を事後(１１にﾘ,１－)け'1'し，そ’１１をiWW釈して，組

織ルーチンとして↑'１Ⅱr化し，］:場か!)令ﾄﾞ|:へ，さ

らにはサプライヤーへと移転する(i'1ｿﾞﾋﾞ的な進化能

ﾉjが[1本の|(l1jijjD|[メーノノーの'ｌｉｉみとなった点を，

藤本は強調する。組織の進化能ﾉﾉは$Ⅱ縦||,i成員が

日ごろからＬＭｉｌｌｌｉｌｌ１１１鷺をlfilf1J-るiYil遇－．１１(した意

識を共有している組織文化から樅み''１されると言

うのである。

研究アプローチはまったくVILなるが，雌本の組

織能力の描築髄イト滴はバウエルにjlnしる|Al容であ

り，同一の組織文化やﾂﾌﾞ便'１０係などのiliIl1唖をそな

えた『ル企業内のilIj外｢･会社への｢妙転はTi}能だが，

ライバルはMMI)|(しにくいというソルペルーパーキ

ンショーの納論とも合致している。

つぎの２！』(で小売緑樹.の特徴を際}Tたせている二

第１に，ｊｍｆｉｉｒの１１１淵|i小うIIi業のj脇介，Ｉｌｉ業拡大の

ためには多敗のｌ１ＦｍＩｉを腱|冊Ｉする必哩がある。比較

的少数(ﾉ)'Ｍｉ・物流拠点を築けば，広範な市場を

対象に側,1,,1,をlUX充できる製造雛との迷いがそこに

ある。靴；２に，それぞれの立地糸Ｉ１:は微妙に，あ

るいはﾉ<きく>IILなる。ujllA1，Iljl外ilj場をＩｌｌｌわずⅢ

IIql>}lIIIjj易狩'''1をｌＺｌｌリルた,'ｉｌ１ｌｉｉえ1[>成やサービスの

提供が求められる。つまり，製造雄が比較的I21Il1

に対象iIj場を識疋できるのにルルて．小売業は立

jlIl条件のili''約が人きぐ．lI1iAiliがく/:IUlするIlMl1ﾘ地域

｢|j場をよくlll1解し，それに適応することが強く求

められろ。ｉ↑'j外進|||の際には，経i片発展や人'1分

布，交迦(,|(系，郷Iljl臘造の述いから，小売企業は

国内とは1,14なる]I/:地条件への適応化を図らないと

いけない。例外なく，それが′Millil際化の最初の

重要課題となる。

小売紙↑;↑はlIRJ)Iiiln)i('iの小川11ｋ・ク)'１１(性とはやや

対11(Ｉｉ１１に，（|:入れItiji(Iiにおいてはﾉ<川萸・集約性

を特徴として，llIiiili・売場1腿||｜|において標準化を

指|(]ける。」〕』代の小売経'i;↑は述仇IillIi組織で運営さ

ｲ'ており，liil-形態のl1Iiiiili・うIiij場を反復複製し，

IllllliY1llllと竹ｌ１ｌＭｌｌｌｌをi'i1liiﾙﾘｰる一ﾉ`バイパ部集中(|：

入れ|ｲ(1j'１により多数のiNi,},'1のなかから売れ筋商品

を発見し，必〕腿17ｔをIii('1係しながら．（|:入れ原価の

低減をlxlることが経尚ｌＩＩ１ｉＷｉの班諦となっている。

そこから小売経１１(・特(jのつぎなる''1('12課題が導き

Ｉｌ１さ｜Ｉろ。

すなＩＪＩ〕，小売業態戦略とそのjill徴・管理から

なる小売雄l:ガシステムは，①lliI1,iI1のⅡ:入れと商品

の企UIIi・lW１発をｌｕ?[lするlWiI1Ⅱ１，創り進．②調達した商

1W,の保筒，流皿川|］:，配送を|肥'1する11F品供給．

の２つのIR1jmシステムにささえ'うれながら，運営

されている，ノ<IiI11lliiiiliとなれば，放百，数千の供

給業行と！｢(ﾘ|し，季節や地域に合わせて，数万．

数十）jI1Ⅱ１，|」のｌ１ｉ１ｌｉ１ｌを洲逃し，過ｲ《１１１なく店舗に陳

ダ'けるＩｉ１Ｉ雛をこなさないといけない。そこでは企

業の境VILは`l;)いまいとなり，｜此給堆117との緊密な

コミュニケーシ='ンと1iMlW1が求められる。このよ

うに小売難ｲｶﾞ，Iili,'i１１，調達，｜Ni,'Ｍ(綿の３つのシス

テムはIi1ﾉKIA<r性・'11/ＫＩＨｌＩｉ光|`ｌｉがi〈li<，組織間関

係が|ﾉ､1包され/こ'【且雑なシステム性を特徴としてい

る（矢'1;’２０()(Ｌそのなかには、「|本の卸売業

８．知識ベースの小売国際化論に向けて

経営学・経i('１４が知識ベースの企維論へと転回

するなかで．台､『(した知識ベースのち１１１１%企業化

論のＩＪＩ究成果をＷiまえて，どのように小売uil際化

論を展開すべきなのか。このＩＩＩｌいに杵えるために

は，まず小売'１１際化（】･〔Ｐｍｉｌｉｌｌｌ(PrlMllion【lli-

zation）と］:柴111際化（in〔ll1sll､i:lliIll(1,.,〕ati(〕nali-

zation）（ﾉ)lilILl1ilについて．－．応(ノル,!)'1をつけてお

かなければなるまい。‐･jlliのzlllilN企雄ii論が対象

としているのはおもに製造業であり，小売業は視

野の外に撒かれていた。そのうえで)ill識ペースの

企業論と多lllW1i企業化論にＩｌＵする文１１１ルビューが

小売国際化論にノド|唆している点を労えてみたい。

８．１．サービス・ブロバイダーとしての小売国

際化

小売経'i:(･の葱AWL定IliJ]Nのうf〕，Ａｉ６Ｉ１丁嬰な事

項の1つはⅢlilhli1OZ｣Ulの選択である（Ｃｌ･Ｈｌｉｇ(Ota1.

1984)。′hlIi紙↑)(・は進|ⅢＩしたAIiiilパノ｣111糸(`卜から，

極々のiljⅡ約を受ける。｜,ilより，（ﾉ:jlll利'|:が「Tlj場

特性」をiハめる。I11il酬内の人'１，１ﾘrillL水ｉＩｌｉ，消費

行動，競争糸|'|;はﾘｰﾍﾞて1,1淵Iil7:地しだいであり，

適切な立llIlに，｜分な規椣の１１１(jiiIliスペースと駐車

場等の付州:識Ｉ１Ｉｌｉをndll4iできるかi【i:かが鏡ｆ１の優劣

を直接，/lﾐｲ｢すろからであるニハIijilパパlullll題は，
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1８知識ベースの小売'１１際化論にlfilけて

現場の目}'1/Jt最余｣'11が大きい。Ⅲ場管IMlを通して，

均質なililW,をつくり||'し，流迦させることのでき

る製造業との速いがここにある。経営者は店舗間

で知覚サービス'１，１１，脚水ｉｌｌｉがばらつくと、安定した

業績を挙げることが|付雛となるから，できるかぎ

りⅢ１滴IWiili述営・轡lll1を標i((i化１－る一・万，現場にエ

ンパワメントし，従業員の意↑iII(をリ|き出すという，

微妙な経営管Ill1を課腿としている。

結局，小売uil際化と］:柴|副際化の|Ⅱ違点は，①

知覚品質変lIij1性の人きなサービスの提供，②多数

性・分散性・佃>'''性を特徴とする店舗T/地，③小

売業務・iili1Ih調達・ＩＷｉ１１ｉ１１,供給で術成される複雑な

業務システム，の３つの要素に喫約できる。それ

ぞれ，提供する「Illli値｣，ｌ),ll11iする「場｣，提供方

法の「構造」に対応する岨索であり，経営全般に

関わる'１１述点であることがよくわかる。

のようなＩ歴史的に形成された独|:|のＩｉｌ１介業音も含

まれている。

独自の業務システム柵造をそなえた小売経営の

国際化は，製造業の国際化とliil-･祝できない。ﾄﾞｰ

ｿﾝｰ向''１（Dawsollall(１Ｍ11k()jrHlma,2006)

は，小売国|漂化は工業lIil際化とはｌｊ１４なると結論し，

111端（2005）は店舗ｲ《1Ii！Ⅱ１１１｛投寅が小売Lml際化に与

える影響に注目し，矢作（2()03a）は小売業態の

国際移転は商,?,とⅢliIiiliが一Ｉ,|《となったｌＲ１際化であ

り，一部fj名ブランド・ショップの「完全なる標

準化」を除き、ＩｌｌＩｌ>}'１Tl１場にル|応した「標準化のな

かの部分適応」が必彼の条件となるとしている。

微妙な意見のＩｌｌ述はみられるが，流皿研究者に

共通しているのは分|M(il<]でyILPIなli1滴Ｉｉ立11mという

経営要素，および複雑な小売業務，ilW1V,調達，商

品供給システムの２つが小売国際化と］:業国際化

の主要なlil違点となるとの認撒である。

さて，ここでは小売サービスの水質規定から、

いま１つの小売経常特性をつけ)Ⅲえておきたい。

小売業は確かに物,W,販売業には述いないが，｜illIIr

にサービス・プロバイダー（サービス提供者）で

もある。すでに述べたように、lilriflliにおいて顧客

に提供されているのは利|､性や快適さといった小

売サービスである。その怠昧では，すべての小売

業がホテルや金融業とIiilじリービス・ブロバイダー

なのである。

サービスは形がなく/ＩＪ１Ｉｉすることもできない。

小売業が顧客に提I1liするワンストッブ・ショッピ

ングなどの利'111性や接客サービス，情報提供はそ

のつど顧客とのＩ１ｌ互作Ⅱlのなかでつくり'１}せれ，

デリバリー（流通）される。サービスを提供する

店舗は，サービス生j)１１；のl)１場であると|同Ｉ１１ｆに，流

通・販売の現場でもある。そのようなサービス提

供の現場は極めて労働』|(:約(|<]であり，毎[１，毎時，

微妙に異なる顧客との|:MJI;１１１のなかで，頻繁に

意思決定が行ｵ)れ，業:勝が洲雑ざれてゆく。｜］々

の業務プロセスのなかにIlIliIlliある-リービスを生み

出す経営ノーハウがI1l1め込まれているのであ

る。(2)

小売業ではモノのように「製,１，１，概念」が事前に，

しっかりと確定していない。ｉｌｌｉ客が知覚するサー

ビス品質は提供されるiWih1lの集合状態や従業員の

態度・対応により変勅する。しかも，小売業では

８．２．小売経営ノーハウの知識特性

小売業は自動''１やデジタル製,w,のような，高度

な技術開発やＤＩＩ迎'１<'な技術ｆＩｌｉ新はあまり顕著では

ない産業である。すでに述べた迎い小売業態の

特徴や1,1iii1lルイア'ント，（,''ilff政策，イ,;,lili補充，従

業員の接客態l唾は，１１念な1,|欄|i観察を通しておお

よそのところをlulli1できる。すくなくとも百貨店

やスーパーマーケットの絲営技術は特許技術によ

り'ljitMlされているわけではない。カッカーの指摘

した通()・ｌＬｌ然発ＬＭｌｌな「伝Mi」経路を介して，

普及しやすい藤紫特性をそなえている。つまり，

小売業の経営ノーハウは小売業態という点では観

察可能性が高く，発注．ハL送，枕I'ii1I，保管．陳列，

販売といった一迎のlIIiDji作紫はi'1純作業の繰り返

しが多く，作業三ＦＩＩ(iはコード化しやすい。そのよ

うな意味においては，小売経営ノーハウは企業内

部で移lliIiしゃく、｜両]'１Ｉに雌寸ｌＩＭ手から模倣されや

すい知識特性をそなえている。

しかし，前jYiで脂柄したように多数分散的な店

舗を有し，それをささえる複雑な業務システムを

構築し、事前に,'W,質が確定できない無形のサービ

スを提供する組織として小売業を捉え直すと，正

反対な見方ができる。’､'一の行板を掲げる数百，

数千という店制iはyLなる立地条件と経験．能力の

異なる多数の従業員のＩＮＩみ合わせで運営されてい

る。そこでは，個々の1Miii客の欲求に応えて、高い
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知覚サービスliiWi水ｉＩｌｉを維持し，首随一･10[して顧

客満足を実現していくのはM1iめてむずかしい課題

である（}ﾘ11ル200`!)。」)1場の組織能ﾉﾉをi1iめる

ための経営l1l1念や糺l職文化人付育成や(Y金体系

をどうするか，文lliルビューから((｝られた課題が

待ち構えている。しかも，提供される.リービス価

値の源泉は，小売業の場合，多数の供給業者との

間の緊密な１１W)||１Ｍ係に基づくiiV1llil1の企iihi・'}'1発や

効率的なU･プライ・チェーンのWWI難に依拠して

いる。

結局，小売経悩ノーハウの移転雌易iHiは業態の

観察可能性や個々の作業の複雑さ．コード化の点

では移転しやすい特llYをもっている反mi，サービ

ス・ブロバイダーとして|M1々のIliiiiliで多数のiNi品

を集合し，｜１Ｍ々のIj(i客に適切なり．－ビスを提供す

る業務は決してlli純ではなく，Ｍ１雑なシステムｌＵ１

め込み性をそなえていることになる。そう仮定す

ると，あるlljの経↑;i･黄iliiのセットに依存している

小売サービスの提供システムを)１１１のlIilのｿ4なる経

営資源のセットに全休として移Ｉルル、さらにはまっ

たく異質なA1滴lillﾉ:地に合わせて，小売漿務システ

ムを調整し適応させるのは決して容易な緑`断課題

ではないことが想像できる。

それでは、複雑でシステム｣１１しめ込みWlHの顕著な

小売経営ノーハウをどう捉えて，｜Ⅱ1際移'li2iプロ

セスを分析するのか。そこに大きなＩＵ１先課題が

残った。

の吸収能ノノモデルが示された。コーヘンーレバイ

ンタール，スズランスキー，レーンールバトキン

らが等しくIi1iiMlしたのは，知識の送り平と受け手

の知(l1lljWlXllliと，学l卸に際してのhli充的な知識の

存在が吸収能ﾌﾞﾉをirliぬる点である，

しかし､Ｊ１`ﾉﾐの進ｌｌＩ先iljj易の選択や現地子会社，

合弁会社の細織化を考えると，ややJILなる視点か

らの談論が71．能である。進ｌｌＩ企業の経徽の優位性

は111地企業全般にとって未h,|数のﾊⅡ識の国際移転

であれば，IMI将となり、より大きな収他を生み出

す可能性が強まる。そのような状況はしばしば母

国．進Illlmllllの経済発展に，比,ljf的人きな格差が

存在する場合でもある。

つまり，文iliルビューでは｣兇地での学習効果を

高めるためには，移りijiする知識に,１Ｍ述したh,i完的

知識が伝'11iしているIIiI・地域や知識薪械の点で類

似する合弁バートブーーや完全子会|<|:を選ぶことが

示唆されたが，それでは秒噸するji,,識の価値が乏

しく，」〕1111での競争優位性が保てないことが想定

される。逆に，現｣UT'7場でllL1jlhjiI1識が普及する以

前に，」lljIu従業員の経験．ｸill識ｲ《足を兎,||』し．革

新的なｸiIl微を〃ibiすることに成功すれば，競争の

優位性は強まることが101侍できる。

受け手と送り手の知的蹴似Ｉｆｌｉが学習効果を高め

るとしても。現llllでの競争催位性を維持するため

には，むしろkll識の番Niが乏しい｣11｣lllTli場と企業

を選択し、教育１０｢修をj、してｊＩｌｆ新的なkI,識を移転

する選択肢が考えられる。いわ｛ﾘ)る「先発者の優

位性」をｌｉｉ大化する努力である。

同様に、経済発展論ｉｌ１にはｉＩｌ１新｢,()な技術や製品

(業態）が普及する段Ⅲ;に近づいているが、当該

Tli場ではその点に|H1する,ﾘＩ１ｉｌｌｉな｣〕A状認識と経営ノー

ハウが火h''しているというタイミングのよい状況

を見計らって参入する戦略｢1Ｗ'１断が知識移転効果

を高めることもあり得る。

いずれにしろ，受け手と送り下のⅡ１純な類似性

に背1=1した「知識移蛎の）yi似.|Ylij仮説は柿学的な

分析結果であり，ダイナミックなiilUWf論(1(]アプロー

チからは異なる含意を柳きI[}せる。

８．３．研究課題

文献レビューの含意を要約しながら、小売'五|際

化のllM念化にliilけてﾙﾄ究課題をﾌﾊﾟすことにする。

課題（１）受け手と送り手の灯i似性

小売経営技術（具体的には，セルフ･リーピス販

売方式）の|Ⅲ1際移転状況を取り」:げたノノンディフ

(Cundiff，1965）は．「経済発展が一定の段I11jiに

達しないと，技術抄IlijiがII1Hl)に進まない｣「経済

発展が一定段階に達すると、ｉ(|:会｢|<１，文化(l<1状況

の類似しているほど、技術移jlijiが促進される」と

の仮説を提示した。それに対して，リ1世業におけ

る知識移転の実証(Ｊ１究では，カンディフのような

一般的な技術のi(l:会移転'''１題ではなく、価)111企業

間の組織学習プロセスとして捉えられ、外部知識

課題（２）小売経営ノーハウの移転|ｌ(界説

小売経懲･ノーハウは)[1滴liでのIil察可能性が高い

ものの、ハ!iiiili立ll1lの分散性・Ｉ,IIlf?〔性や商lWj調達や

Hosei University Repository



2０知識ペースの小売'１１際化論にlf1Iけて

商品供給システムの複雑さ．）;Ⅱ党サービス品質の

管理困難さから，複雑でシステムｊｌｌ１め込み性の強

い知識特性をそなえている。ソルペルーバーキン

ショーにしたがえば，システムj1l1め込み性の強い

知識は海外7会社でのＭ１製は７１｢能だが，競争相手

による摸倣は容易ではない。そうだとすれば，グ

ローバル小売競争において，たとえば｢１本企業が

アメリカで}}|現したflli斯的小売業態を見学，説|萱

し，日本に移転しようとしても，｜Ⅲ(界があること

になる。その場合．複雑でシステムl1l1め込み性の

強い知識の模倣がl4l難であるという主張には，つ

ぎの２つの意味が含まれている点にｉｉｉ意したい。

１つは学習それ'４１体が１Ｍ難であるということで

ある。いま１つは，学習できてもI朧史的，社会的

に形成された独自の「場」に1111め込まれた経営ノー

ハウであり，｜]本ilj場に移術しても大きな収權は

得られないという点である。ｉｉｉ背のllll題を解決す

るにはアメリカ小売企業と捉挑し，」兇地での比較

的長期の研修を受けることがＩＮＩ題解決の選択肢の

1つとなるだろう。後背の|Ⅱ|題は．小売囚際化論

では長い間，現｣luTlj場への適応化llllIfiとして論じ

られてきた点である。1975ｲ|ﾐの小売資本に''''化以

降，数多くの欧米小売企業が|Ｍ鷺企業と資本・業

務提携し，’三１本でのⅢliliili展|＃|を試みながら，数多

くの失敗を重ねてきたのは，後背の意味でのシス

テム埋め込み性が要lklとも考えられる．その点の

検証が必要となる。

ステム埋め込み性の議論と!Rね合わせると，さら

に問題は複雑化する。

たとえば，進''１企業が現地子会社や合弁会社に

知識移転する際には，水；|:から現地関連会社に対

して強制ﾉﾉをもって行われる。システム埋め込み

性が強いj(Ⅱ識の秒!仰iの場合，現jluTlj場に応じた修

j};と適応を求めらｲlるi1Yilillliがあるが，その際，

本；l:が現｣lul則連会社に対してアンラーニングを強

要すれば‐･方的な伽Ⅱ識移llIiとなり，知識吸収によ

る収穫はあまりⅡ１１侍できないかもしれない。反対

に，」)』地関連会ｉｌ:のIlllilIl(観や経験を尊重し，移転

する知識の修IliとjEI応をlXlる方がより大きな収穫

を得られることもありえる。

課題（４）知識移転と従業f-lの能力・動機づけ

ミンバエバらは教育1ﾘ}修の実施が従業員の能力

向上に貢献し,ｈｕＬＺｉ:義の賃金体系や内部コミュ

ニケーションの改薄が従業員の動機づけとなる点

を確認し，従業員の能ﾉﾉlrIl上と従業員の動機づけ

がilill度的にうまくかみ合うと，ｉｌＩｊ外子会社の知識

吸収能ﾉﾉが高まると示唆した。これは知識吸収プ

ロセスにおけるランブアッブ効果を強化し，より

大きな収{‘を1Mしる其(,ｌＷｊな折針を示したlUI究とし

て注目される。小売１１１際化プロセスにおける知識

移転を，そのような視点から分析した研究はほと

んど見当たらない。このⅢ}先の空白を埋めるため

には，iiij外進lllした小売企業における教育研修制

度や賃金体系の実態を把握することから，始めな

ければならない。課題（３）知識吸収プロセスにおける「ランブアッ

ブ効果」

組織学習は異質な経鹸や(dliIllljiljlをもつ背|両1二この

間では容易でない。il1識は組織・文脈・場に特定

的な性格が強いためであり．それゆえ学１Wの前提

として既存のIllliIri観を|#;て』くるアンラーニングが

求められる。ザアラ＝ジョージ，スズランスキー

らは価値観を転換し，吸収した）<||誠が成果を'1)す

｢ランプアップ」効果にilil」した。外舟|lの異質な

知識に抵抗感のある受け三Fが未jillのＩＨｌ題に直面し，

自己の価値観を修正しながら，ｉ斬進的に成果を'1｝

し，自信を深めていくｊｄｉ１１１である。しかしながら，

現実世界における知識の吸収と変換の状況は多様

であり，その点を特定しないと，ランブアッブ効

果はiii純には評価できないiiiiがある。前述したシ

課題（５）ｉＩｌ識の合成能ﾉﾉと競争優位性

ザンダーーコグトは』１１該企業が新しい知識をつ

くり|{'し，ｉｉｌｊ外｢･会社等でそｵlを複製し実行する

速度と，競争１１１二Fの企業がそれを模倣しiiIil1)する

速度の差に注'三Ｉした。iiIj外子会ﾈ|:等，企業内で複

製しやすい経営ノーハウはコード化されている程

度が大きいため，１１ﾘL耐な関述知識や経験をもつ競

争相手には摸倣されやすい。この「知識移転のジ

レンマ」を打破するためには．内外の知識の合成

する組織能ﾉノ（合成能ﾉﾉ）を高める必要があると

考えた。合成能ﾉﾉは新しい製,1,7,や製法をつくり出

すダイナッミクな組織能ﾉﾉ（(IyI1amiccaI〕ability，

ＴＧｅｃｅｅｔａ1.1997）にjmじろ概念であり，知識吸
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収過程で価値観を転換し，吸収した知識を成果に

結びつけるランプアップ効果を．組織能力の新た

な展開能ﾉ｣として発展させた概念である。

小売業においては，先進国で発達した小売業態

を|国際移転するかたちで事業化する例が多い。日

本の百貨店，スーパーマーケット，コンビニエン

スストアなどがそうである。これまでの研究から

示唆されているには，外国の新規業態を日本市場

に合わせて連続的な革新を展開するＲ本小売企業

の合成能力の高さである（矢作，1994,1997)。

あるいは国際化する欧米小売企業がアジアや''１欧

に出店する過程で，進出ilj場に合わせた承新的業

態を開発し展開する例が報告されている（矢作編．

2003b，第７章)。

ソルベルーバーキンショーの見解を援用すれば，

知識の合成能力は抽象的な概念やマニュアル化さ

れた情報でなく，業務をどのように効采的かつ効

率的に遂行するかという「行為」(1),.actico）レ

ベルで理解しなければならない。｜同1時に，海外進

出は複数の大陸・国・地域で繰り返されるから，

知識フローは本社・子･会社|}11子会社相互間の[工｜

際ネットワークのなかで起こる。ガプターガビン

ダラヤンは国際的な知識フローを分析する試みに

挑んだが，分析対象は国際ネットワークの１つの

ノードの位置する特定海外ｒ会社である。また．

分析レベルは「行為」ではない。

国|際ネットワーク・アプローチから．「行為」

レベルで小売国際化プロセスを分析する重要性は

指摘できても，現実に行うのは容易ではない。コ

ンビニエンス・ストア・システムに関する矢作の

研究（1991）は，小売業務，商品調達，商品供給

の３つのシステムで小売経営革新行動を説明する

一方，組織内，組織間関係の２つの次元で概念化

し，「行為」を摘出している。そこでは，知識篇'｜

造は事前に計画されたシナリオではなく，現場の

当面する問題を解決する過程で創発的に行われた

点が示唆されている。しかし，「行動」と「行為」

を明確に区別し，知識ベースの「行為」の相万:関

連性と蓄積に関する統一的な分析は必ずしも徹底

されていない。また，その国|際移転は今後の課題

として残されている｡(３）

｢基醗研究（B)」による研究成果の一部である)［

〔注〕

（１）ハイマーーキンドルパーガー理論からラグマ

ンらの内部化Hl1論に至る議論は，BuckIevan(I

Cass()'１（1976）第３章，洞口（1992）第１章の

文献レビューを参考としている。

（２）「サービス・ブロパイダーとしての小売業」と

いう論点は，ShoStack（1977)，ＦｉＳｋｅｔａｌ．（1993)，

〔}r611roos（1996）等のサービス・マーケティング

関連論文から触発された二

（３）矢作（1994.30頁）は，たとえば，コンビニ

エンスストアの小売サービスをささえる下位シス

テムとして供給葉音との緊密な取引関係に基づく

サプライ・チェーンを挙げ，「小売サイドの要求に

応じて．供給業者は特定化された高い水準の物的

流通サービスを提供するため取引特殊的投資を行

う。チェーンの店舗網に近接したくk産・配送拠点

の構築．事前の取扱商品の決定，取り|先の要望を

把握し問題処理にあたる専任担当者の配置．受溢

端末機の導入，小口ツトな発注に対応したデジタ

ル・ピッキング・システムの設置，納品時間帯を

遵守するためのダイヤグラム配送コースの設定，

日付管理のための新しい在庫管理方法，特定得意

先|{りけの専川在庫管理方式や商品開発，これらは

すべてが取り|関係に特定化された投資をみなせる」

（30頁）と，緊密な取引関係から生み''１される，優

れた「行為」を列挙している。自動車生'篭システ

ムを，設計情報の創造と生産過程への転写と喝破

した藤本（2003）との違いは歴然としている。ま

た，「|本のコンビニエンス・ストア・システムの

移転は台湾，タイ，中国等で始まっており，今後

の研究成果が待たれる。
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